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巻頭言

ピンチをチャンスに

　　　中部産政研

理事長加藤裕治

100年に一度

　「100年に一度」という表現が迷うことな

く使われている。多くの企業が正規社員の削

減を発表し始め景気の底が一体どこか見えに

くく、皆が不安に陥っている。100年に一度

というのは1929年の大恐慌以来ということ

を意味している。

　この大不況を切り抜けるための政策として

アメリカのルーズベルト大統領が実施した

ニューディール政策が知られているが、歴史

家の間ではアメリカ経済を復活させたのはこ

のニューディール政策をはじめとするケイン

ズ政策ではなく、第二次世界大戦に発展する

戦争特需であったと言われている。

　当時と今とでは経済の規模も違えば世界各

国の対応力、情報を共有化し連携する力も圧

倒的に高くなっている。また世界中がはっき

りした「底打ち」を見出すため必死である。

おそらく早晩出口は見えてくるに違いない。

しかし、そのような根拠のない楽観的な見解

を述べたてようと考えているのではない。

　敢えて「100年」の形容詞にこだわって大

恐慌の例を引くことから始めたのは、「戦争」

という要因で分かるように、どんな事がきっ

かけになって浮上しはじめるのか、「神のみ

ぞ知る」部分があるということである。

　今回のこの落ち込みの大きさを誰も予測で

きなかったように、それをどうやって切り抜

けるかのマクロ、ミクロの政策も所詮「絶対」

はなく、やるべきことをすべてやっていくし

かない。先の見えない今だからこそ一人ひと

りがやるべきことがあるはずである。それこ

そがピンチの中でチャンスを探る道ではない

かと考える。

新しい責任の時代

　アメリカのバラク・オバマ大統領は今年

1月20日の就任式で、アメリカ人一人ひ

とりの「覚悟」について、“Anew　era　of

responsibility”「責任の時代」という言葉を

使った。政府もやるだけのことはやる、しか

し国民の側も傍観者となるのではなくそれぞ

れの立場できっちりと責任を担ってほしいと

訴えたのである。

　では一人ひとりが責任を果たすということ
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はどういうことか。それは、各人がまず一人

の人間として自立して生き抜く力を身につ

け、それをより高めていくことではないかと

思う。むろんここで生きるためのというのは、

日々の仕事をやり抜く基礎的な力も含めてい

る。

　たとえば体力。皆さんは今、日々体力の維

持向上を考えて生活を組み立てているだろう

か。仕事における集中力、発想、持続力、粘り、

説得力など、いい仕事をするためのベースと

なるのは実際体力に負う部分が大きい。年齢

を重ねた人ほどそれを実感しているのではな

いだろうか。しかし、わかっていても取り組

んでいない人は多い。

　もし、突然風邪を引いて休めば職場の能率

は大きく落ちる。家族が看病にかかればその

分ほかが犠牲になる。そういうことの積み重

ねが全体として生産性を下げるのである。体

力の向上で風邪は相当防げるはずである。

　家庭や会社のことだけではない。たとえば

医療費を見てみよう。一人当たり県民医療費

の一番高い県と低い県では倍の違いがある。

皆が健康に留意し医療費が最も低い県並みに

なれば医療費は3割近く減らせることにな

る。そうすれば医療費を減らせるだけでなく、

医療の質の向上も含めもっとほかのことに使

えることになる。健康は医療費の問題だけで

なくあらゆる取り組みの基礎的な力でもある

し、国全体の問題でもある。私達はこの意味

を重く認識する必要がある。

基本は早寝、早起き、朝ごはん

　もう一つ例を挙げてみる。日本の教育は今

大きな転換を図ろうとしている。これまで

30年近く進めてきた「ゆとり教育」路線を

転換し、基礎、基本、体力、気力を鍛えるこ

とを狙いとした新たな教育路線を打ち出した

のである。授業時間、カリキュラムも大きく

見直していくことになる。

　「ゆとり教育」は高度成長期の詰め込み教

育、受験競争の反省から生まれた。授業時闇

を削減し、カリキュラムにゆとりを持たせ、

ゆったりした時間の中で子どもの自主性を重

んじ、個性を大事にそれぞれの力を伸ばして

やる教育を目指そうとした。それはある面で

教育の基本の一つではある。

　しかし学校の持つ集団性というメリットを

忘れていたことも確かである。みんなが同じ

ようにつけるべき基礎学力、基礎体力は、集

団的に繰り返し、繰り返し鍛え上げていかな

いと実が上がらないものだ。やりたくない子

の個性を重んじていたら伸びる子も伸びなく

なる。集団の中だからこそ、いやでも同じこ

とをやるのである。そういう部分がないがし

ろにされ、逆に「落ちこぼれ」を増やしてし

まったことは否めない。

　先ごろスタートした第5期中央教育審議会

（私もその委員の一人として「基礎」「基本」

「体力」の大切さを訴えてきた）が掲げる初

等中等教育の新方針では「早寝、早起き、

朝ごはん」そして「読み、書き、そろばん、

外遊び」の運動を掲げている。「朝ごはん」

を食べる運動だけで学力を10％上げた学校

もある。家庭での実践がいかに大事かとい

うことが分かる。

　あまりに日常的な例であるから「そんなこ

と分かっている」と言われそうだが、もう一

度自分自身の生活、仕事への姿勢を見つめて

ほしい。そういう見方をするとやるべきこと

が必ず見えてくるはずである。その姿勢こそ
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が「責任」を果たすということだと思う。

粘り強く実行を

　よく「ピンチはチャンスである」と言われ

る。なぜか？それはこういうことではないか

と思っている。

　ピンチというのは追い込まれた状態だ。い

わば戦略、思考の底辺のような場所に居るこ

とになる。しかし、こういう時こそ普段見過

ごしていた弱点がクリアになり、思い切った

策が打てる時でもある。したがってさまざま

な可能性も開けてくる。頭を切り替えて前向

きに捉えれば、ピンチこそチャンスを把む好

機なのである。

　国も企業もおそらく家庭も今ピンチの状況

にある。どちらに向かって抜け出していけば

よいのか残念ながら今はまだ見えていない。

だからこそもう一度人としての基礎基本に立

ち返るのである。基礎体力、基礎学力、基礎

知識、組織としてのあり方などもう一度考え

てみたい。そしてすぐにやれることから実行

していく。それもあきらめず粘り強く。

　ずっと遠くにしか見えない目標でも今この

時に第一歩を踏み出し、それに続く一歩を続

けていけば必ず目標に到達できるのである。

　どんな戦略戦術もそれを実行するのは一人

ひとりの人である。全員が少しずつ自分を高

めていく努力をする。それが一つになったと

き、集団としての強靭な力となる。それがこ

の難局を克服する原動力になるはずである。
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介護労働の賃金は

なぜ低いのか

　このところ介護に関する特集が新聞や雑

誌、テレビなどでよくなされる。それは、フィ

リピンからの外国人研修生の苦労であった

り、雇い止めにあった元派遣社員が介護で職

を求めるものであったり、さらには介護労働

の厳しさを訴えるものであったりと様々であ

るが、その多くは現場からの報告が中心であ

り、経済学的な視点からみた特集は意外に少

ない。この文章では、介護労働の賃金をめぐっ

て経済学から何が言えそうかを考えてみよう。

介護では人手不足か

　介護職員とは、介護保険制度のもとで報酬

をうる労働者のことを言うが、厚生労働省の

需要推計によれば、平成20年度の130．9万

人から21年度には6．5万人の増、さらに3

年後の23年度には約18万人増が必要になる

と見込まれている。すなわち、毎年6万人程

度介護職員が増加すれば需要は満たされるこ

とになる。ただし、この推計値は介護給付費

と同程度の伸び率で必要職員数が増えていく

という前提のもとに算出されている。他方、

実際の介護職員数は平成17年度までの過去

中央大学大学院

戦略経営研究科

教授大橋　勇雄

5年間、毎年、10万人以上増加している。

したがって、今後、日本全体の数だけをみれ

ば、深刻な人手不足にはならないようである。

　それでは、なぜこれほどまでに人手不足が

叫ばれるのだろうか。その理由の一つとして

地域によって差があることを指摘できる。す

なわち、地方と異なって都市部では他に条件

のよい仕事が多く、人手不足の状況は深刻で

ある。たとえば、東京では一人の介護職員を

採用するために求人費が50万円もかかった

とか、採算の合わない派遣社員を多く使って

いるという事例も報告されている。どうして

も東京の声が大きく聞える。

　もう一つの理由として高い離職率を指摘で

きる。『介護労働実態調査』（介護労働安定セ

ンター）によれば、介護労働者の平成18年

の離職率は21．6％であり、全産業の平均離

職率16．2％をはるかに上回る。ただし、訪

問介護と施設・通所系との差が大きい。前者

の離職率は16．9％とほぼ全国平均に近いが、

後者のそれは25．3％と全国平均を8．4％も上

回る。上の『調査』によれば、定着状況につ

いて訪問介護系の事業所の19．3％が「定着
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率が低くて困る」としているのに対して、施

設系でははるかに高く34％である。離職率

の高い事業所では絶えず人員の補充をしなけ

ればならないから人手不足感が強くなると思

われる。

　職員構成に注目しよう。ホームヘルバーな

どの訪問介護員38．6万人のうち主婦・パー

ト層が中心となる非正社員が81．4％と圧倒

的に多く、そのうち時間が比較的自由で直

行直帰が可能な登録ヘルパーが約57％であ

る。これに対して、総人員が2倍多い施設系

の介護職員では78．7万人のうち、正社員が

56，5％と半数以上を占め、非正社員で非常勤

の者は2割ほどである。こうした職員構成か

ら、場所と時間の拘束がよりきつい施設系で

はパートの活用に制限がある上に、低い賃金

のもとで常勤の介護職員の確保と維持が困難

になっているのだろう。

介護労働の賃金

　表1は、職種別に年収の状況を平成17年

についてみたものであるが、看護職と比較し

て介護職では月当たりの総労働時間が少し長

いにもかかわらず、両者の平均年収には大き

な差がある。特に、ケア・マネジメントをす

る介護支援専門員の年収でも准看護師と比較

して労働時間が7時間も長いにもかかわらず

年収は20万円以上低い。

　なぜ介護労働の賃金は低いのだろうか。そ

の理由として、介護報酬の低さが事業主を中

心に多くの人々によって強調される。しかし、

筆者はこれには大きな疑問をもつ。というの

は、介護保険制度が2000年にスタートして

介護報酬が切り下げられるまでの間、多くの

事業所が潤沢に利益をえていたにもかかわら

表1職種別にみた常用一般労働者の年収の状況

職　　種
平均

年齢

労働時

間／月

年収
（万円） 格

年齢別

　　差

看護師（女） 35．4 169 462．8 1．45

准看護師（女） 43．0 166 400．6 1．53

介護支援専門員（女） 45．3 173 378．8 1．57

ホームヘルパー（女） 44．1 171 269．3 1．23

福祉施設介護員（女） 37．0 168 294．3 1．27

福祉施設介護員（男） 32．1 170 328．2 185

資料出所：厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（平成

　17・18年）

注：規模10人以上の事業所に雇用される一般労働者の年

　収であり、短時間労働者は除かれている。年収は、

　きまって支給する現金給与額に12を掛け、特別給与

　額を足したものである。年齢別格差は最高年収をう

　る年台の年収を20－24歳の年収で除した値である。

ず、介護の賃金はほとんど上がっていないか

らである。つまり、介護報酬は賃金上昇のた

めの必要条件かもしれないが、十分条件では

ない。今年の4月から介護報酬は総額で3％

引き上げられるが、それが賃金の上昇になる

かどうか見守りたいものである。

　介護労働の賃金が低い最大の理由は、この

職種への参入がこれまで容易であったことに

求められよう。訪問介護事業所で介護職員と

して勤務するためには、介護福祉士やホーム

ヘルパー等の資格が必要であるが、その障壁

は高くない。たとえば、ホームヘルパー2級

の資格のためには3か月程度の通信と通学を

必要とするのみである。他方、施設では最初

に資格も必要がない。こうして、給与は時給

に換算すると1200円前後と一般のパートの

賃金に限りなく近くなる。介護の現場は3K

職場と言われるから、むしろ仕事の割には賃

金は低いだろう。先の『調査』によれば、施

設系の職員について「仕事の割には賃金が低

い」と不満をもつ者が50．6％、「夜間や深夜
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時間帯に何か起こるのではないかと不安であ

る」とする者が44．8％もいる。また比率は

低いが、腰痛や感染症などの健康上の理由で

実際に離職する者が7％前後いる。しかも、

厚労省の推計によれば、介護職員全体で離職

した者の67，5％が他産業に転出する。要す

るに、「社会に役立ちたい」といった高通な

志のもとに多くの労働者が介護に参入する

が、仕事の厳しさやあまりにも低い賃金に嫌

気がさし、退出する者が多い。

賃金の引き上げには何が必要か

　財政上の理由から介護報酬の引き上げが難

しいとすれば、介護労働の賃金を引き上げる

にはどうすればよいのだろうか。それには二

つの方策が考えられる。一つは、介護労働の

ための資格をより難しくし、労働供給を制限

することである。実際のところ、政府は介護

職員の資格を将来的には介護福祉士に一本化

するという方針を打ち出しており、この方策

の方向にあるように思われる。しかし、この

方策が有効であるためには、資格が生産性に

見合っていなければならない。現実はどうで

あろうか。たとえば、訪問介護の現場ではヘ

ルパー1級と2級の間で仕事の差はほとんど

ないという。ただ、ヘルパーを管理・監督す

るサービス提供責任者には上位の資格を必要

とする事業所が多い。もし資格が生産性に繋

がっていないとすれぼ、労働供給の制限は賃

金を引き上げるかもしれないが、同時に人手

不足がより深刻化し、介護サービスの質が低

下しかねない。したがって、資格の厳格化は

生産性の上昇をともなったものでなければな

らない。

　介護の生産性を向上させるためには、幾つ

かの問題をクリアーしなければならない。ま

ず介護産業は計画経済と言っても過言ではな

い。介護報酬は政府によって決められる公定

価格であり、各自治体の介護支援事業計画の

もとに全体の介護需要の見通しがなされ、そ

れによって必要な介護職員数が定期的に推計

され、政策が計画される。他方で、サービス

の供給者は医療法人や社会福祉法人などの建

前としては営利を目的としない公益法人が主

体である。特に、施設系では株式会社の参入

は禁止されている。問題は、公益法人を経営

する理事長にはその専門家ではなく、医師や

自治体の職員が多いことである。彼らは厳し

い財政上の理由から経営の重要性を気づき始

めたようであり、筆者が勤務するビジネス・

スクールでも数名の医療関係者がマネジメン

トを学んでいる。今後の展開に期待したい。

　医療と同じように、介護ではサービスの質

が重視され、厳しい事業者規制や監視体制が

敷かれている。たとえば、施設系では規模に

よって介護職員数の基準が設けられ、訪問系

ではサービス提供責任者が担当できるヘル

パー数に制限がある。また行政による実施指

導や指導監督も厳しく、煩雑な書類や文書が

求められる。コムスンが起こした問題のうち、

介護報酬の水増し請求は論外であるが、人員

基準違反には考えさせられる。というのは、

通常の市場ではサービスの評価を消費者が行

うが、介護では設定された基準に基づいて行

政が行う。消費者の立場からすれば、サービ

スの質が維持されていれば、文句はないから、

人員基準違反がどれほどサービスの質を低下

させたかが問題になる。介護における労働生

産性とは、介護職員一人当たりが担当できる

ケアの数によって決まる。
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◇

特集　「難局に挑む」

「中失業社会」における

セーフティーネット

京都大学大学院

　経済学研究科

教授久本　憲夫

はじめに

　急激な経済状況の悪化を前に、多くの人々

は右往左往している。各種の緊急の経済政策

が求められているのはいうまでもないが、新

たな仕組みを導入するチャンスだと考えるこ

とにしたい。社会的なセーフティーネットは、

市場経済にとって必要不可欠な装置である。

それが充実していない社会は、たとえばGM

退職者の医療負担に代表されるように、企業

に多大な負担を強いる。セーフティーネット

のない社会で労働者が生きていこうと思え

ば、企業に対してそれを求めるしかない。社

会的にセーフティーネットの充実は実は個別

企業にとってもメリットは大きい。目先の小

さな利益だけを追い求めるのではなく、より

よいセーフティーネットの構築は、個人に

とってはもとより、企業にとっても決して単

なる負担ではないことを自覚することが必要

であり、社会的な存在としての使命であると

捉えるべきである。

　基本認識として重要なのは、これからの日

本社会は「中失業社会」であることを前提と

したセーフティーネットを考えねばならない

ということである。失業率5－8％程度が普通

の社会ということである。楽しくないこうし

た認識を前提とすれば、雇用保険システムの

拡大が不可避になる。この間の雇用保険料の

切り下げなどは今では馬鹿げた政策というこ

とになる。今までのセーフティーネットは「低

失業社会」を前提としたシステムであったが、

これからは残念ながら不十分である。つまり、

ますます失業は単に「個人の責任」ではなく、

「社会の責任」であるという社会になってい

く。失業率の国際比較をするとすぐにわかる

が、日本は例外的に失業率の低い国であった。

これには、優れた雇用政策と労使関係が大き

な役割を果たしてきた。それ自体は素晴らし

いことであるが、そのために、失業が日常化

したときの対応が十分に作られていないのが

現状である。具体的な政策案として、ここで

はワークシェアリングと部分失業給付、さら

には失業扶助をとりあげることにしたい。

1．ワークシェアリング

「ワークシェアリング」の定義はいろいろ
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あるが、ここでは「雇用を守るために一人ひ

とりの労働時間を削減すること」とすること

にしよう。解雇や希望退職募集を避けるため

に採られる雇用調整の仕組みである。つまり、

失業対策としてのワークシェアリングであ

る。これには、社会的にみた場合、若年者の

雇用を確保するために高齢者に引退してもら

う「世代間ワークシェアリング」や社会的に

所定内労働時間を削減する「時短ワークシェ

アリング」もある。ともにヨーロッパ諸国で

広範に試みられた。前者は、若年者にとって

の就業は短期的な生活問題にとどまらず、そ

の後のキャリア形成にとって決定的であるの

に対して、高齢者にとっては生活問題にとど

まるという観点が重視された。中長期的に人

材を維持向上させようとすれば、若年者雇用

にこそ手厚い仕組みが必要であるといってよ

い。しかし、高齢者の早期年金化は公的年金

財政を圧迫し、その見直しをせざるをえなく

なったのが現実であった。ひるがえって、日

本についてみると、いうまでもなく65歳ま

での雇用継続義務化が制定されるなど、とて

も早期年金化という方向は中長期的にとりに

くくなっているといわざるをえない。後者の

「時短ワークシェアリング」でも、週35労働

時間制を導入するといった議論は今回の経済

危機のもとではほとんど論点となっていな

い。フランスやドイツでは労働時間延長の動

きがこの間見られたのであり、日本ではまっ

たく議論から外れているのである。

　日本で従来おこなわれた「ワークシェアリ

ング」の手段は、主として残業調整による雇

用調整である。これは「所定労働時間のプラ

ス方向でのワークシェアリング」ということ

ができるであろう。つまり、残業を平常時に

組み込み、仕事が減少したときに残業を減ら

すことで調整するのである。日常的には残業、

しばしば長時間残業を前提とする。これが

ワーク・ライフ・バランスの観点から望まし

くないことはいうまでもない。不況のために

残業時間は全体としては減少していると思わ

れるが、この調整方法は、社会的に望ましい

ものではない。いままで、日本はこの方式に

頼りすぎたとおもう。雇用調整が必要だとい

うときにこうしたことを言うのは良くないと

いう声も聞こえそうだが、あくまで中長期的

な展望として考えたい。現在の日本の労働法

制は、残業させたほうが人を雇用するよりも

割安であるという仕組みなので、これを変え

るだけで雇用は増える。そのロジックは、「人

件費」と「超過勤務手当の算定基準」の違い

である。後者には賞与や社会保険料の企業負

担などが入らない。そのため、企業には強い

残業への経済的インセンティブが存在してい

る。この労働法制を改めれば、社員に残業さ

せるよりも新たに人を雇用したほうが割安と

なる。これは正しく雇用を増やすことにつな

がるのであり、ワーク・ライフ・バランスの

観点からも望ましい。

　もちろん、現下の経済危機のなかで人件費

の増加につながるようなことはすべきではな

いという主張もあるだろうし、日常的な残業

という雇用のバッファーが小さくなるのでは

ないかという主張もあるだろう。これらの主

張には一理ある。だが、より広い視野からみ

れば、それらの議論の重要度は高くないとお

もう。前者は雇用調整というよりも賃金調整

の問題である。業績の厳しい企業では、ボー

ナスの削減や労使協定による賃金カットが避

けられないところもあるだろう。しかし、そ
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うした企業ではそもそも残業が多くて仕方が

ないという状況ではない。残業が多い企業は

総じて業績は良いはずである。そういう企業

こそ雇用を増やす必要がある。後者について

は、確かに残業調整による「ワークシェアリ

ング機能」は低下する。そこで必要となるの

が、つぎに述べる「部分失業給付」制度の創

設である。

2．部分失業給付の創設

　通常ワークシェアリングといわれるのは

所定労働時間を割り込んで、雇用を確保す

る。「所定労働時間のマイナス方向へのワー

クシェアリング」ということができる。現在、

一
時帰休については企業が賃金を負担せざる

をえない。そのため、技能を持つ従業員を保

持するのに苦労している。労働者の技能は当

該企業の当該作業において発揮されるのが

もっとも効率的であるから、できるだけ企業

が労働者を解雇しないですむような仕組みを

作る必要がある。景気循環によって一時的に

余剰となっても再び必要となる可能性の高い

業種の場合、企業にとっては、募集費、必要

な人材を集めるまでの時間コスト、訓練費な

ど多くの負担がある。また、従業員のモラー

ルへ与える影響も大きい。

　このように考えると、半年ないし1年程

度の期限付きで、所定労働時間を割り込んだ

ときに、その部分を「部分失業」と認定し、

その部分についてだけ雇用保険を給付すると

いう方式が浮かび上がる。労働時間短縮部分

の賃金を従業員も負担せざるをえないだろ

う。しかし、単に従業員がすべてのリスクを

負担することは、個人にとってだけでなく、

企業にとっても、社会にとっても望ましいも

のではない。社会的なセーフティーネットを

張らずに労働時間当たり賃金を引き下げた

ワークシェアリングには無理がある。

　現実には、雇用状況の深刻化のなかで、雇

用調整助成金制度の機動的な活用がおこなわ

れている。従来は主として製造業を想定した

制度として作られ、非製造業での活用が難し

く批判があったが、機動的な利用の柔軟化に

より、雇用不安に対して一定の成果をあげつ

つあるようにみえる。もちろん、現在進行し

ている経済危機の程度にもよるがこの制度の

一
定の有効性が示されているといってよいで

あろう。ただ、これで十分かといえば、もう

一
段の踏み込みが必要ではないかと私は考え

ている。雇用調整助成金制度はあくまで「助

成金」であり、企業負担の一・部を雇用保険が

助成するという仕組みである。しかし、今後

は単にワークシェアリングの時間部分につい

ては全面的に雇用保険が面倒をみる方式に転

換すべきではないだろうか。「雇用調整助成

金」の「部分失業給付」への転換である。そ

うすれば、企業の雇用負担は大幅に軽減され

る。また景気が回復したときに（今回の景気

回復まではかなり時間がかかりそうだが）、

スキルをもった人々を活用できる。何よりも

雇用されている人々の安心感が違う。人々の

安心感は今何よりも必要なことである。

　例示しよう。労働時間が半分になったら、

たとえば、賃金が半減するとする。しかしこ

れは従業員には厳しすぎる。そこで、ワーク

シェアリングで減少した労働時間部分を「部

分失業」と認定して、失業手当を出すのであ

る。そうすれば、賃金収入は、半分は通常の

賃金、半分は失業給付ということなり、仮に

失業給付が6割給付とすれば、全体としては、
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8割の賃金が確保されることになる。これは

2割の賃金カットに相当し、従業員にとって

の痛みは小さくないが、従業員の半分が解雇

されることと対比すれば、その効果の大きさ

が絶大であるといってよい。実際は、これは

極端な例であって、週30時間労働とすれば、

0．75十〇．25×0．6＝0．75十〇．15＝0．9、つまり、

1割の賃金カットということなる。ごく単純

に考えれば、企業に追加負担はない。すぐれ

たスキルをもつ従業員を追加負担を最小にし

て保持できるのであり、個人にとっても社会

にとっても望ましい。

　この場合、雇用関係は続いているのである

から、企業による申請が基本となる。これに

ついては雇用調整助成金の手続きに沿ってす

れば混乱は起こらないであろう。雇用調整助

成金制度は近年大幅に緩和・拡充されている

とはいえ、賃金補助にとどまっている。部分

失業手当は、すでに述べたように賃金補助で

はない。もちろん、期間は半年ないし1年程

度が原則となるだろう。今回の経済危機は深

刻なので、例外措置として2年程度の延長を

認めるというのがよいだろう。

3．失業扶助制度の創設

　中失業社会を前提とすれば、失業扶助制度

も必要となるだろう。この制度については、

幾人かの論者がすでに語っている。失業扶助

には二つの種類があるように思える。1つは

雇用保険における失業給付が切れた人で新た

な雇用を見つけることができなかった人に給

付するものである。給付水準は失業給付より

も低くするのが普通である。たとえば、失業

給付を失業前賃金の6割とすれば、失業給付

は5割とするという場合などが考えられる。

ただし、これにも1年程度の期限が必要とな

るだろう。もう一つの場合は、そもそも雇用

保険に入っていなかった人を対象とするもの

であり、一種の生活扶助あるいは生活保護と

みることができる。いずれの場合も、最低賃

金水準での雇用がある場合にはそれを義務づ

ける（紹介された仕事を拒否できる異議申し

立ての仕組みがいる）。それで不足する部分

について給付をおこなうことが考えられる。

紹介できる仕事がない場合には、仮に最低賃

金を時給700円とすれば、週40時間、ある

いは月180時間分の12万6千円の仕事を行

政が与える（最低賃金と生活扶助基準の整合

性はここでは前提とする）。行政による直接

雇用については、「失対事業」の管理がうま

くできなったという反省から、日本ではほと

んどタブー視されてきた。しかし、時代は変

わったのではないだろうか。「失対事業」そ

のものは悪いことではなく、その管理手法を

しっかりと社会で議論する時代になっている

ように思う。民間業者に任せていれば通常の

商取引関係として問題視されず、直接雇用す

れば雇用主責任だけが問われて問題視される

という日本社会の奇妙な状況こそ、見直すべ

きである。同じことは、通常の業務委託にお

いても当てはまる。

　こうしたセーフティーネットを張れば、

人々の生活不安はかなり和らげることができ

るだろう。こうした失業扶助の財源は税金に

頼らざるを得ない。後者の場合は生活扶助と

なるが、既存の生活保護をこのように転換す

れば、若年で意欲があっても不幸にして仕事

がない者が使いやすくなる。
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おわりに

　よく、失業者に対して「再就職」できるよ

うに職業教育を付けさせるべきであるという

主張が多い。筆者もこの主張に賛成である。

しかし、短期の職業教育で再就職できるほど

話は簡単ではない。失業者が現在労働力不足

が深刻な医師になれるような養成プログラム

をつくれば本当は良いのだが、誰もそれが実

現するとはおもっていないし、世間の仕組み

はそうはなっていない。介護・福祉の仕事に

誘導しようという主張もあるが、子育てでき

る収入が確保できるようには介護保険制度は

なっていない。

　失業対策としての職業能力開発は、ともす

れば、短期間に既存の研修をすることで終わ

り勝ちである。資金を投入すれば済むと単純

に考える人もいる。しかし、個人が今までに

身につけた職業能力を無視した短期の訓練を

したからといって、早々仕事があるわけがな

い。つまり、基本は今までのスキルが活きる

職業教育でなければならない。それを見つけ

ることは容易ではない。とくに現在のように、

構造不況業種における失業という部分的な問

題でなく、日本経済全体の危機である以上、

産業間移動という手段では解決しない。基本

は、企業に対する継続雇用負担の軽減であり、

中失業社会を前提としたセーフティーネット

づくりである。

も
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労働市場の変化と

雇用対策

　一橋大学大学院

　　経済学研究科

准教授　川ロ　大司

はじめに

　労働力調査の結果の季節調整済み失業率は

上下動を見せているが、その原数値は2008

年11月の3．9％から2009年1月の4．2％に増

加している。連日の新聞報道からも雇用情勢

の悪化はひしひしと伝わってくる。

　特に製造業における派遣労働者の契約不更

新や契約期間満了前の契約打ち切りが急速に

行われつつあり、厚生労働省は2月18日現在、

春までに職を失う非正社員がおよそ15万8千

人に及ぶと把握している。総務省の労働力調

査によれば2008年10月時点での労働力人口

は約6300万人であるため、割合にするとおお

よそ0．25パーセントであり、数字自体も相当

大きくなってきた。また職を失った派遣労働

者が、住居の喪失も含めた消費水準の激しい

落ち込みを余儀なくされていることはそれ以

上に深刻な問題だ。また、底が見えない景気

悪化の影響から、今後の雇用情勢についても

先行きは決して楽観できない。この雇用問題

に政治はどのように対応するべきか、問題の

所在を整理したうえで考えてみたい。

雇用非正規化の長期的傾向とその原因

　まず考えるべきなのは雇用の非正規化の原

因である。非典型雇用には派遣労働者、請負

工、直接雇用のパートや期間工などいくつか

の雇用区分があるが、長期にわたる雇用の保

証が得られないという点では共通しているの

で非典型雇用全般の動向を調べてみよう。図

1に示すように労働者全体に占める非典型労

働者の比率は長期的なトレンドとともに増

図1　非正規の職員・従業員が雇用者全体に占める割合

（出所）2001年までは労働力調査特別調査の2月の

値、2002年からは労働力調査詳細集計の年平均の値

より筆者計算

注1　横軸は年、縦軸はパーセント

注2　非正規の職員・従業員とはパート・アルバイト・

　　労働者派遣事業所の派遣社員・その他を含む
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加してきた。派遣労働に対する規制緩和は

1999年に対象業種の拡大、2004年に製造業

派遣の解禁、派遣期間の1年から3年への延

長と段階的に行われてきたが2004年の若干

の非連続を除けば、これらの年に非典型労働

者比率が跳ね上がったことは確認できない。

一
部で語られている規制緩和が非正規雇用の

拡大原因だという説は原因と結果を取り違え

ており、現実に合わせて法的な枠組みが後追

いでついてきたというのが実態ではないだろ

うか。

　ではいったい何が雇用の非正規化の原因な

のだろうか。もちろん女性就業率の上昇など

に起因する多様な働き方を望む人々の増加と

いう供給側の要因と、雇用調整の費用が低い

労働者を雇いたいという需要側の要因の両方

が作用している考えられるが、もしも供給側

の要因が相対的に重要であれば、非正規労働

者の正規労働者に対する相対賃金が下がり、

需要側の要因が相対的に重要であれば相対賃

金は上がるはずである。賃金センサスを使っ

て調べてみると、図2に示すように非正規雇

用が増加した1988年から2002年までの期間、

パート労働者の一般労働者に対する相対賃金

は45％から50％の間で比較的安定的に推移し

ている。供給側の変化があったことは確かだ

が、需要側の変化も相当大きかったと考える

のが妥当であろう。

　非正規雇用への需要が増えたことを説明す

るひとつの説がプリンストン大学のファー

バー教授によるものである。彼は日米の企業

は共通してグローバル化の影響により将来の

製品需要の不確実性に直面するようになった

という仮定から議論を出発させる。売り上げ

の増減に対応するために企業は雇用調整を行

図2　非正規社員の相対雇用量と相対賃金率

　　　　　　　　　　　＋パート労働者数
　　　　　　　　　　　　／一般労働者数

　　　　　　　　　　　→・一パート労働者時間
　　　　　　　　　　　　当たり賃金率／一
　　　　　　　　　　　　般労働者時間当た
　　　　　　　　　　　　り賃金率

（出所）　賃金構造基本統計調査より筆者計算

注1　横軸は年、縦軸はパーセント

注2　時間当たり賃金率はパート労働者に関しては

　　報告された時間当たり賃金率の男女加重平

　　均、一般労働者に関しては決まって支給する

　　現金給与額を（所定内実労働時間＋超過実労

　　働時閻）で除したもの。

うが、米国では一般労働者の解雇が比較的容

易なため彼らはレイオフされる。結果として

一
般労働者の年齢階層ごとの平均勤続年数が

低下したことを発見している。その一方で日

本では一般労働者の解雇は容易ではないた

め、配置転換、出向、非典型労働者の雇い入

れという形で不確実性への対応を行ってきた

ことを発見している。日米の企業が同じ経済

環境に直面しているものの、それぞれの歴史・

制度に依存する形で違う調整が行われたとす

る彼の指摘は大変興味深い。いずれにせよこ

の長期的なトレンドの裏にあるメカニズムを

探し当てないことには、派遣労働の禁止とい

う法的対応をとったとしても派遣労働者から

請負工やパート・期間工への転換が進むだけ

で不安定雇用そのものは解消しないと予想さ

れる。

　グローバル化要因に加えて製品需要の不確

実性を増す要因として作用したと考えられる

のが製造業における情報技術の進展である。

スタンフォード大学のショー教授らは米国の
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バルブ製造業の調査を通じて、CADによる

製品設計、NC旋盤による部品の切り出しが

製品のカスタム化を容易にしたことを明らか

にしている。このような生産技術の変化は一

見企業の市場変化への対応を迅速化し、製品

需要の安定化をもたらすように見えるが、一

橋大学の中馬教授は日本の半導体産業の調査

を通じて生産プロセスの高度の情報化とそれ

に伴うモジュール化が、製品間の組み合わせ

の自由度を増大させることを通じて将来需要

の見通しを難しくしたことを報告している。

　グローバル化・情報化がもたらす将来の製

品需要の不確実性の増大は、最適労働量の将

来見通しを難しくすることを通じて、正規雇

用の固定費としての側面を際立たせることに

なった。仮に正規労働者を雇うことを長期に

わたりコミットしたとしても、安定的な将来

需要が見通せる世界においては固定費として

の側面を強く持たない。正規雇用の固定費と

しての側面が強くなるにつれて可変的に労働

投入を変化させることができる非正規雇用の

魅力は企業にとって増すことになった可能性

がある。これは不確実性が増す経済環境の中

で企業が生産設備をリースにより調達し、生

産設備を固定費から可変費に変化させようと

努力してきた歴史と軌を一にしているともい

えよう。その一方、大きな固定費を支払って

雇われる労働者には長時間労働が強いられる

結果ともなりうる。以上はいまだ仮説の域を

出ず、厳密な検証を必要とするが、非正規雇

用の増加・リース契約の増加・正規従業員の

長時間労働化といった経済現象を不確実性の

増大によって説明できる点においてひとつの

有力な仮説なのではないかと考えられる。

政策対応の基本的な考え方

　それでは不可避的な雇用の不安定を前提と

して政策的な対応を考えるとどうなるのか。

この際、所得の変動と消費の変動の二つの問

題を分けて議論することが必要である。失職

のもっとも深刻な帰結は消費水準が下落して

しまうことであり、今回の派遣労働者問題の

深刻さは消費の根幹をなす住居の喪失という

形で端的に現れている。しかしながら、所得

の下落は必ずしも消費の下落に直結しない。

個人的なレベルで貯蓄を取り崩したり、借り

入れを行ったりして消費水準を維持するとい

う選択肢があるし、世帯の中でやりくりをす

るという選択肢もありえる。もしもある世帯

が構成員の所得をプールして財布を共通にし

ているならば、ある世帯構成員が職を失って

も、構成員全員が少しずつ消費を我慢するこ

とでやり過ごすことができる。逆に言えば世

帯構成員の消費の動き方が似ているかどうか

で、彼らが共通の財布を持っているかどう

か、すなわち家計がセーフティーネットとし

て機能しているかを検証できることを東京大

学の林教授らは明らかにしてきた。金融・保

険市場でのやり取りや社会保障制度などを通

じて、このセーフティーネットの輪は国のレ

ベルまで拡大する可能性があるが、大阪大学

の小原美紀准教授、大竹文雄教授と一橋大学

の齊藤誠教授による一連の研究は日本のセー

フティーネットは完全とはいえないもののあ

る程度までは機能していることを示唆した。

その一方で阪神淡路大震災によってもたらさ

れた大きなショックはセーフティーネットに

よっては吸収し切れなかったことを示してい

る。今回の雇用ショックも同様なショックで
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ある可能性が高く、政府ができることは小さ

くないだろうが、すでにセーフティーネット

によってカバーされている人々をいくら支援

しても他の手段を代替するだけなので、セー

フティーネットからこぼれ落ちている人々を

ピンポイントで支援することが基本である。

短期的な政策対応

　それでは具体的な支援策を検討してみよ

う。まず短期的な対策として提案されている

ワークシェアリングと公的職業創出を検討し

よう。ワークシェアリングがうまくいくため

の前提は一人ひとりが働く時間を減少させる

代わりに賃金も同率で減少させ、時問当たり

の賃金コストを一定に保つことである。もし

も労働者一人当たりに固定費用部分があるな

らば賃金の減少率は労働時間の減少率を上回

らないと時間当たり賃金コストは一定に保て

ない。この賃金引下げに労働者が納得するか

がポイントだが、筆者と大阪大学の大竹教授

の研究によれば2000年のデフレ期において

すら賃下げは労働者の労働意欲を大きく引き

下げた。これを知っている企業も賃下げは避

けようとするため、結局ワークシェアリング

はあまりひろがらない可能性が高い。世界的

にもこの傾向が報告されており、ランド研究

所のカプティン研究員らが「ワークシェアリ

ングの神話」という論文で、労働時間の減少

は時間当たり賃金率を上昇させてしまい結果

として雇用に負の影響を与えることが一般的

であることをOECD　11力国のデータを用い

て報告している。

　次に公的職業創出についてであるが、真の

狙いはセーフティーネットから漏れてしまっ

た人々への所得の移転である。この春までに

職を失うと予想されている非正規労働者15

万人に仮に月10万円の所得移転を行ったと

しても月当たり予算は150億円であり、一年

行っても1800億円強である。仮に2兆円の

財源があれば、この所得移転をおよそ20倍

の規模で行うことができる。漫然と所得移転

を行ってしまうわけにも行かないので民間の

経済活動を代替してしまわない公的な仕事を

行ってもらうことが必要になろう。すでにい

くつかの自治体が臨時職員の短期雇用枠を設

けているため参考になるだろうし、どのよう

な仕事をしてもらうかは地域の現場レベルの

知恵を生かすのが一番だろう。

中長期的な政策対応

　中長期的対策として議論の姐上に上ってい

るのが、職業訓練、雇用保険による短期雇用

者のカバー率拡大であろうが、こちらも検討

してみたい。まず職業訓練についてである

が、日本には公的職業訓練がどれだけ賃金率

を上げるかについての推定値が限られている

ため、フルタイムの学校に一年多く行くこと

がどれだけの賃金上昇をもたらすかを示す教

育収益率をその上限と考えよう。筆者と一橋

大学の神林龍准教授、ミシガン大学の横山泉

氏による研究ほか多くの推定値がおおよそ8

％である。仮に公的職業訓練校の収益率が同

様であるとすると年収300万円の労働者の収

入は24万円上昇する。この効果が10年間継

続するとして便益は240万円。この数字を一

人当たりにかかる職業訓練費用と比較し、他

の政策の費用対効果と比べた上で政策の是非

を議論する必要があろう。また、東京大学の

市村教授らが開発してきた手法を用いて公的

職業訓練校の収益率を厳密に推定することも
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欠かせない。

　次に雇用保険の適用範囲の拡大についてだ

が、現在、週に20時間以上就業し、1年以

上継続して就業する見込みがあることが雇用

保険への加入条件であるが、この基準を6ヶ

月に引き下げることが予定されている。仮に

制度が改正されれば運用事務が煩雑になるこ

とが予想されるが、社会保障番号の導入など

を通じてしっかりと記録が保持され利用者に

とって利用しやすい制度となるような工夫が

必要である。東京大学の玄田教授がすでに指

摘していることであるが、解雇確率の低い正

規雇用者から解雇確率の高い非典型雇用者へ

の実質的な移転が起こることが予想される。

これを放置すると解雇を行うことの費用が内

部化されず雇用の非正規化がいっそう進む可

能性があるため、事業所レベルでの解雇実績

に応じて保険料率を変動させる制度をきめ細

かく運用していく必要があるだろう。

おわりに

　今回の不況の影響により職を失い、住むと

ころすら失った人々を限られた予算の中でい

かに支えていくか。立場の弱い人への共感が

政策論議の出発点であるが、政策を実現する

ためには省庁横断的に政策の優先順位をつけ

重点的な予算配分を行う政治の役割に期待し

たい。その際に大切なのは、政策がもたらす

様々な効果について十分に考えをめぐらせて

いるか、届いてほしい人々に的確に政策が届

くか、いかに効率的に政策目的を達成できる

か、という視点だろう。
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特集　「難局に挑む」

特集関連の参考情報①

雇用危機に関するレポートを発表

　　　　　　日本総合研究所調査部

　日本総合研究所は2009年2月12日、「雇用危機のマグニチュードと対応策の在り方」と題

するレポートを発表した。

　同レポートは、今後数年以内に200万人の雇用が失われるリスクがあるとし、その緊急対策

として非正規労働者等への基金の創設、再就職先を確保するためのプログラムの実施を提言。

また構造対策として産業構造改革、セーフティネットの再構築、労働市場の規制・ルールの見

直し、新卒一括採用の見直し等幅広く言及し、危機こそ改革のための好機であると結んでいる。

以下、同レポートの「要約」部分を掲載する。

《要約》

1．2008年秋にはじまる今回の雇用調整の特徴として、さしあたり製造現場の非正規

　労働者が主な削減対象になっていること。リーマンショックを契機に海外景気が

　失速し、外需主導で急成長していた自動車を中心に、輸出産業でかつてなく急激

　　な生産調整が起こったことがきっかけ。

2．欧米を中心に海外景気の立ち直りに相当の時間が掛かると見込まれるなか、内需

　　掘り起しが容易でないもとで、雇用調整は広がる一方。海外景気失速に伴う輸出

　　水準の下方シフトにより、今後、製造業大企業で正社員リストラの動きが広がり、

　　非製造業でも人員削減の動きが広がっていく恐れ。今後数年以内に200万人の雇

　　用が失われるリスクあり。

3．非正規労働者の中でも今回は特に派遣労働者に削減対象が集中。これに対し、不

　　安定な製造派遣や日雇派遣そのものを禁止すべきとの声もあるが、経済構造の変

　　化を勘案すれば、根本的な解決策とは言えず。すなわち、財・サービスの多様化

　　や商品サイクルの短縮化により、業務量の変動が大きくなっており、正社員のみ

　　では柔軟な対応が不可能な状況。非正規労働に対する単なる規制再強化は企業の

　　海外シフトを促すことになり、かえってより多くの雇用を失う恐れ。
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4．もっとも、規制緩和が非正規労働分野に偏って行われるなか、労働者保護が不徹底

　　なままに、派遣をはじめとした非正規労働者が急増したことは問題。派遣を含む

　　非正規労働者のセーフティネットが必ずしも十分に整備されてこなかったことも

　　早急に対応すべき点。

5．とりわけ、過去10年に増えた非正規労働者には、学校卒業後正社員になれなかっ

　　た若者が多く含まれ、非正規労働者でも「世帯主」である人も増えている。現状

　　では非正規労働者は賃金面のみならず能力開発面でも不利な状況にある。非正規

　　労働者でも能力形成がなされ、それに応じて処遇が改善され、生活設計を立てる

　　ことのできる環境を整備することが必要。

6．緊急対策として、まずは今回雇用調整圧力が集中している非正規労働者のほか、生

　　活に困窮する長期失業者のために、生活支援・職業訓練・就業支援サービスを総

　　合的に行うための基金（「非正規労働者等総合支援基金（仮称）」）を創設すべき。

　　同時に、確実な再就職先を確保するために、比較的即効性があるプログラム（人

　　的支援産業・人材創出プログラム）と将来性のあるプログラム（地域主導型産業・

　　雇用創造プログラム）を並行して実施することが重要。

7．構造対策として、①外需依存・自動車依存の経済体質を変革するための産業構造改

　　革（雇用再生の基礎的条件）、②税制・社会保障・最低賃金の一体改革（セーフティ

　　ネットの再構築）、③正規・非正規の二重構造打開に向けた労働市場の規制・ルー

　　ルの見直し、④新卒一括採用の見直しを通じた「縦割型労働市場」の打破一に取

　　り組む必要。今回の雇用危機をむしろ、わが国労働市場を環境変化に適合した望

　　ましい方向に変えていくチャンスに転じることが望まれる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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特集関連の参考情報②

「雇用安定・創出に向けた労使共同宣言」を発表

日本経団連・連合

　日本経団連と連合は、2009年1月15日、現下の経済情勢と雇用問題に対し、景気回復策と

ともに雇用安定・雇用の創出策を速やかに講ずるべきとの認識を共有し、今後連携して協議を

行っていくとの共同宣言を発表した。以下にその全文を紹介する。

《雇用安定・創出に向けた労使共同宣言》

1．米国の金融危機に端を発した世界同時不況の中で、雇用失業情勢は一層深刻化す

　　ることが懸念され、国民の間には雇用不安が広がっている。

　　しかし、雇用の安定は社会の安定の基盤である。先行き不透明感が強まる中で、

　実効性ある景気回復策と併せて、雇用の安定・雇用の創出策を速やかに講ずるこ

　　とが、我が国の喫緊の課題である。

2．日本経団連と連合は、このような認識を共有し、いまこそ労使が真摯に向き合い、

　　雇用の安定と新たな雇用創出に向けた政策を展開すべきであることを確認した。

　　そのため、今後、雇用にかかわる様々な問題について、必要に応じて協議や研究

　　等を行っていく。

3．政府は、別紙のとおり、緊急対策として、雇用調整助成金の要件緩和など企業の

　　雇用維持に対する支援や、失業者の雇用・住宅確保対策、雇用保険の適用拡大・

　　給付改善、職業訓練の抜本拡充など、すべての労働者のための雇用のセーフティ

　　ネットの整備を早急に行うべきである。

　　また、新たな雇用の創出も不可欠である。とくに、医療・介護・保育等の分野で

　　のマンパワーの前倒し配置、環境・農業・教育分野での雇用創出、社会資本の復

　　元・整備等、社会が必要としている分野における雇用創出策を、公的支出も拡大

　　しつつ、早急に実施すべきである。

4．我が国は、これまでも大きな経済危機を労使の努力で乗り越えてきた経験がある。

　　長期雇用システムが、人材の育成および労使関係の安定をはかり、企業・経済の

　　成長・発展を支えてきたことを再認識し、労使は雇用の安定、景気回復に向けて

　　最大限の努力を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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政府に求められる雇用対策

1．雇用のセーフティネットの拡充

　　雇用情勢は、今後一層の深刻化が懸念される。企業の雇用維持努力への支援に加え、失業

　給付等の拡充を中心に、雇用のセーフティネットに万全を期すべきである。

　（1）雇用調整助成金の更なる要件緩和と助成率拡大、制度の活用に向けた周知や申請手続

　　　　きの簡素化

　（2）失業給付の支給要件緩和と雇用保険制度の適用者拡大の早期実施

　（3）安定した就労への移行のための公共職業訓練メニューの拡大

　　　（社会・企業のニーズに即した訓練科目の多様化や、訓練期間の長期化による高度な訓

　　　　練の充実など）

　（4）雇用促進住宅の最大限確保に加え、国や地方公共団体が民聞アパート等を借り上げ、

　　　離職者に迅速かつ低負担で提供する仕組みの検討

2．雇用の創出

　わが国の将来的な経済成長と生産性向上につながる分野に対して、集中的に政府支出の大

幅拡大を行うことを基本として、新たな需要や雇用の創出を積極的に行っていくことが不可

欠である。とくに介護・保育、農業分野における雇用創出は、国民生活の安心や地域経済の

活力維持にとって重要である。

（1）競争力強化につながるインフラ整備等

1．物流・交通ネットワークの整備

　　港湾：京浜港、伊勢湾、阪神港等における広域連携の強化と外貿コンテナの整備

　　空港：国際観光立国の実現に向け羽田空港の思い切った国際化、成田空港も含めた

　　　　　首都圏空港の更なる容量拡大、都心と成田空港のアクセス改善

　　道路：首都圏三環状道路の早期整備、国際海上コンテナが輸送できない国道の緊急

　　　　整備

2．公共施設の耐震化・エコ化、老朽化した道路、橋梁の修繕・整備、局所的集中豪雨

　対策

3．耕作放棄地再生など農地基盤整備および法人経営体の参入・新規就農の促進、農商

　工連携の促進

4．育林（下草刈り、手入れなど）のための雇用支援（給与補助、労災保険料負担軽減

　等）
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（2）研究開発・情報通信基盤の強化

　1．国・地方を通じた電子行政基盤の整備

　2．高度IT人材育成拠点大学の拡充

　3．電気自動車の開発促進とインフラ整備

　4．政府研究開発投資の大幅拡充と「革新的技術戦略」の加速的推進

（3）国民生活の安心確保に向けた基盤整備

　1．高齢者向けの多様な居宅・介護施設の整備

　2．保育所など子育て支援サービスの拡充

　3．介護・保育分野の有資格者の復職支援、資格の取得支援

　4．保育従事者拡充に向けた資格要件等の緩和

以上
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特集関連の参考情報③

「雇用安定・創出に向けた共同提言」を発表

　　　　　　　　　　日本経団連・連合

　日本経団連と連合は、1月に発表した「雇用安定・創出に向けた労使共同宣言」で、政府に

対して雇用のセーフティネットの拡充や雇用創出を求めていたが、2009年3月3日、「共同提

言」という形でより具体的な対策の中身をとりまとめ、その取組み強化を政府に申し入れた。

　提言は次の5点を柱とし、政労使での合意形成を求める内容となっている。

　（1）雇用調整助成金の要件緩和・内容の拡充

　（2）公共職業訓練の充実

　（3）「就労支援給付金制度（仮称）」の創設

　（4）ハローワーク機能・体制の強化

　（5）政労使一体となった雇用創出事業の実施

以下にその全文を紹介する。

《雇用安定・創出に向けた共同提言》

1．政労使一体となった雇用維持の促進

（1）雇用維持のための環境整備

　　わが国企業は、これまでも労使の努力を通じ幾多の経済危機を乗り越えてきた。

　その際、雇用の維持は最優先課題であるとの労使共通の認識のもと、厳しい経営

　環境であっても、最大限の取組みを行ってきた。現在の危機的状況においてもこ

　うした労使の基本的な考え方はいささかも変わることはない。

　　企業労使の雇用維持に向けた取組みを下支えするため、政府が雇用調整助成金

　の要件緩和や助成率の拡充など制度の大幅見直しや、住宅の継続貸与を行う事業

　主への助成など、既に様々な対策を講じていることは評価できる。

　　他方で、今後、さらなる雇用失業情勢の悪化を覚悟していかねばならないこと

　から、雇用調整助成金の要件等の更なる緩和、内容の拡充等を行い、雇用維持に

　向け、一層の環境整備を図っていく必要がある。具体的には、下記（2）の企業

　の取組みに対する支援策として、1年間の支給限度日数の撤廃あるいは緩和、助

　成率や教育訓練費の拡充について検討を急ぐことが求められる。また、企業によ

　る有期雇用労働者を含めた雇用維持の取組みを後押ししていくことが求められる。
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　既に、雇用調整助成金の申請や相談件数が増加しているが、こうした制度改善

等により、その件数は一層増えていくことが想定される。何より迅速な対応を行

うためには、例えば地域の社会保険労務士などの活用を含め、相談・手続業務の

充実を早急にはかることが望まれる。

（2）雇用維持に向けた労使間の取組みと法令遵守の徹底

　　どのような経営環境にあっても、雇用の安定は企業の社会的責任であることを

　十分に認識し、雇用調整助成金等も活用しながら、労使一丸となって最大限の取

　組みを進めていく必要がある。企業の経営環境が日を追うごとに急激に悪化して

　いる中、個別企業では、配置転換や、休業、時間外労働の削減や時短、さらには

　雇用情勢の厳しい分野の労働者を例えば出向等により一時的に雇用機会のある分

　野に企業間レベルでつなぐ等、失業がない形での産業間労働移動の取組みなど、

　「日本型ワークシェアリング」とも言える雇用維持に向けた様々な方策が考えら

　れるが、労使が十分に話し合いを行い、合意の上で進めなければならない。

　　なお、雇用維持策の実施に際しては、労働関係法令の遵守はもとより、個別労

　使で個社の実情を勘案し、徹底した話し合いを通じて労使合意を得ながら、様々

　な施策を展開していくこととする。

　　また、雇用のセーフティネットの実効を高めるためにも、各社においては社会

　・労働保険の強制加入の原則に基づいて改めて加入状況を労使で確認するととも

　に、取引先等に対してもコンプライアンスの徹底を求めていく。

2．雇用のセーフティネットの強化

　労働市場全体を見渡すと、余剰雇用を抱える産業・企業がある一方で、農業や

介護、警備をはじめ、現時点でも人材不足が深刻化している分野が存在する。また、

今後は、新たな技術開発や製品開発などを通じて付加価値の高い製品・サービス

を提供するための企業努力が一層求められているところであり、雇用創出と併せ

て適切なマッチングが必要である。こうした観点も含め、現在求められているこ

とは、社会全体で雇用の安定を図ることである。当面は、労働需要の高い分野に

向けて円滑な労働移動が進むような環境整備をはかるため、速やかに次のような

施策を実施していくことが求められる。併せて、雇用の多様化なども踏まえた雇

用保険制度のあり方についても、今後中長期的に検討を行っていく必要がある。

（1）職業訓練の強化

　　雇用の安定のためには、労働者個々人の技術・技能や知識の向上が重要であり、
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公的職業訓練の強化が欠かせない。すでに2009年度予算案において、離職者訓

練の充実に関する施策が盛り込まれていることから、予算成立後、民間のニーズ

を十分に踏まえた上で速やかに訓練の内容や期間を充実させ、人材不足に陥って

いる分野や、新規雇用創出が期待される分野などに対応したメニューを開発し、

実施していくべきである。あわせて、わが国の職業訓練全体の充実に向け、労使

も訓練施設や人材の提供などについて積極的に貢献すべきである。

（2）職業訓練中の生活の安定

　　職業訓練の充実と同時に、訓練受講中の生活基盤を安定させることが不可欠と

　なる。現行の雇用保険制度においては、職業訓練の受講期間中であれば、失業給

　付の基本手当終了後も最大2年間の「訓練延長給付」の受給が可能である。

　　しかしながら、雇用保険制度の基本手当を受給できない就職困難者に対しては、

　対応できる給付制度が無いことから、本格的な景気回復が見込まれるまでの一時

　的な措置として、雇用保険等の給付を受給できない者を対象に、その者が公的職

　業訓練を受講する期間中の生活の保障を確保するため、「就労支援給付制度（仮

　称）」を創設し、一般会計により財源を手当てすべきである。給付水準などにつ

　いては08年度の1次補正予算で導入された訓練期間中の生活費の貸付制度を参

　考にすべきである。

　　また、年長フリーターや長期失業者等に対する支援策を強化することが必要

　である。

（3）職業紹介事業の充実

　　雇用がある分野と雇用が厳しい分野との産業間、地域間のばらつきが大きい申

　で、政府の雇用紹介事業については、現下の厳しい雇用失業情勢を踏まえ、まずは、

　最低限のセーフティネットとして、全国ネットワークのハローワークの機能・体

　制を抜本的に拡充・強化すべきである。

　　さらに、ジョブカフェ（地域の実情に合った若者の能力向上と就職促進を図る

　ため、若年者向けの雇用関連のワンストップサービスセンター）など、重点的に

　支援が必要な層に対する支援拠点が設置されているが、京都ジョブパーク（京都

　府において公労使が核となり、ハローワークと緊密に連携しながら、さまざまな

　就業支援機関・団体が参画する共同運営方式により、相談から就職、職場への定

　着までを支援）のような先進的な事例も参考にしながら、労働市場におけるマッ

　チング機能を強化し、就職相談や、生活相談、キャリアカウンセリング、職業紹介、

　定着に向けた支援をワンストップで行える拠点を早急に整備する必要がある。

　　また、拠点の整備にあたっては、関係省庁や企業・団体など関係者間の連携を
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強化するほか、労働者の適性を把握して就労へと導くための有効なアドバイスを

提供できる、人材不足分野等に精通した人材を各拠点に配置すべきである。

　中長期的にはそのような幅広い知識を有したカウンセラーを早急に養成してい

くべきである。

3．政労使一体となった雇用創出に向けた取組み

　円滑な労働移動を促進するためには、財政出動、政策減税による需要喚起を始

め、産業政策、金融政策、中小企業政策等あらゆる施策を総動員し、雇用の受け

皿づくりを行うべきである。

　今般、「ふるさと雇用再生特別交付金」（2500億円）により、各都道府県に基金

が創設され、地域ブランド商品の開発など、地域の実情にあった創意工夫に基づ

き、地域求職者などを雇い入れる事業が行われるが、こうした取組みについて労

使が積極的に支援していく必要がある。

　そこで、こうした基金に対し、企業や労働組合など多様な主体が拠出を行うこ

とができる仕組みを設けるとともに、個々の事業支援に向けて、企業労使のアイ

デアや人材、施設等を提供していく方策などについて検討していく必要がある。

　また、別添に掲げたような、連合が提起している「180万人雇用創出プラン」、

あるいは日本経団連が提言した「日本版ニューディールの推進を求める」におい

て示したような国家的プロジェクトなどを実現していくことにより、労働市場全

体の安定が期待されるため、政府は積極的にその推進をはかることが求められる。

　なお、労働市場全体の安定に向けては、ワーク・ライフ・バランスの観点から、

生産性向上をはかりつつ、働き方の改革、暮らし方の改革を進めていくことが重

要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

（注）「共同提言に基づく施策のイメージ図」は省略
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特集関連の参考情報④

1月の有効求人倍率0．67倍／厚生労働省

　厚生労働省は2009年2月27日に有効求人倍率（季節調整値）を発表した。それによると、

1月は、前月比0．06ポイント低下の0．67倍で、03年9月以来、5年4カ月ぶりの低水準となっ

た。落ち込み幅は92年1月以来、17年ぶりの大きさで、47都道府県すべてで有効求人倍率

が1倍以下になった。

求人、求職及び求人倍率の推移
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新事業創出の

マネジメント

1．新事業の必要性

　いつの時代にあっても、企業には新たな事

業の創出が求められる。とりわけ昨今のよう

に、経営環境の急激な変化が既存の事業に大

きなマイナスの影響をもたらす状況にあって

は、経営者は業績の安定を少しでも確保すべ

く、新事業の創出を目論むことも多い。

　しかしながら、新たに起業したベンチャー

の成功確率が低いのと同様に、既存企業が従

来の本業に加えて、新しい事業の立ち上げに

取り組む場合にあっても、その困難さはほと

んど変わらない。加えて、その難しさは企業

規模にも影響されない。もちろん、小さな企

業は資金や技術などの経営資源の制約が大き

く、そのことが新事業への取り組みの困難さ

をもたらすが、他方で経営資源の豊富な大企

業が新事業の立ち上げが容易かといえば、必

ずしもそうでもない。小企業が目指す事業規

模と大企業のそれとは自ずと異なる。売上規

模が大きい企業にとっての新事業は、その分

だけ売上目標も高いところに置かざるを得な

いがゆえに困難さが増す。

　名古屋大学大学院

　　経済学研究科

准教授山田基成

　本稿では、こうした新事業を立ち上げる際

のマネジメントについて、中小企業の事例に

より検討してみたい。ここでの分析に用いる

データは、平成17年度より施行されている

「中小企業新事業活動促進法」の下で、「異分

野連携新事業分野開拓」（以下、新連携と呼ぶ）

の取り組みとして全国9つの経済産業局が認

定しているうちの中部経済産業局管内のもの

である1）。新連携については、平成20年12

月末の段階で、全国で計540の案件に対して

支援を実施しているが、この中で中部経済産

業局が平成19年度までに認定した事業につ

いて考察する2）。

2．新事業と新モデルの相違

　議論の出発点としての問題意識は、新製品

開発と新事業開発のマネジメントの相違にあ

る。新製品開発のマネジメントについては、

これまでに多くの研究成果があるが、ともす

ればその成果が自動的に新事業の開発にも援

用できるかのような錯覚が存在しているよう

に思われる。この錯覚をもたらす背景にある

のは、新事業にはほとんどの場合に新製品や
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図1　開発活動のプロセス

技術開発 ⇒ 試作 ⇒ 製品化 ⇒
事業化

（量産化）

技術的可能性
の目処をつける

試作品を

　造る

特定の顧客に

向けて製品を

　　造る

　量産可能な

体制を確立する

新サービスの開発作業を伴い、その部分には

新製品開発のマネジメントの成果が適用でき

ると考えがちになることである。しかしなが

ら、新製品開発のマネジメントの成果には、

純粋な新製品の開発というよりも、新モデル

の開発を対象とするものが含まれている。

　企業は新製品であれ新事業の開発であれ、

その一連の活動プロセスを、図1に示される

ような技術開発一試作一製品化一事業化（量

産化）の各段階に区分して考えることが多い。

そして、企業は開発活動に要するコストや時

間をできる限り最小化しながらプロジェクト

を成功に導くために、そこに様々な管理手法

を導入する。

　一例を挙げれば、ある段階から次の段階へ

の移行を判断するための評価項目や基準をあ

らかじめ定めて、それにしたがって段階的な

進行管理を行うステージゲート（Stage－gate）

の手法、あるいは1つの段階の活動を完了し

た後に、その成果を引き継いで次の活動を始

める経時的な管理ではなく、複数の段階の活

動を同時に並行して行い、各活動間の情報交

換を早期に開始することで開発期間の短縮

とムダの発生を回避してコストを節約する

同期的並行開発（Concurrent　Engineering　or

Simultaneous　Engineering）などが知られて

いる。とりわけ、後者の同期的並行開発は、

自動車や家電製品の開発に際して日本企業が

採用したものとして有名である。

　しかしながら、同時にこれらの管理手法は、

暗黙のうちに新製品の開発と新モデルの開発

とが混在した中で議論がなされている。たと

えば、自動車産業においても、既存車種の新

モデルの開発と新規に車種を開発するのとで

は、同じ新車開発とはいってもプロジェクト

としての規模や困難性は大きく異なる。まし

て、もし自動車メーカーが船舶や飛行機を開

発する新規事業に取り組むときには、自動車

の開発作業で有効であった管理ツールが、同

じ乗り物とはいっても船や飛行機の開発にど

こまで適用し得るかは、はなはだ疑問である。

端的にいえば、製品に組み込まれる技術は異

なるであろうし、何よりも販売する市場が全

く異なる。そこではこれまでの成功体験が通

用しない場面に数多く遭遇し、開発活動をス

ムーズに進めることが難しいのは容易に想像

がつく。そうした状況下で、ステージゲート

や同期的並行開発の手法がそのまま適用可能

とは到底考えられない。

　すなわち、新事業の開発に際しては、新モ

デル・新製品・新事業の3つを混同せずに区

別して考えるべき場面もあることを明らかに

したいというのが本稿の目的である。こうし

た議論が必要であると認識するに至ったキッ

カケは、既存事業の市場が成熟した大企業が

新事業に取り組む際に、豊富な経営資源を有

しながらも、その開発作業は決して容易では

なく、事業化までに至らないケースが多いの

を多様な機会に見聞してきたことにある。加

えて、ここで取り上げる企業間連携を活用し

た中小企業の新事業も、事業内容の評価とス

クリーニングを事前に慎重に行っているもの

の、計画通りに事業が進行するケースばかり

ではない。
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図2　事業化の進行と停滞

売
上

開発　　　試作　　　製品化　　　事業化

　中小企業、大企業を問わずしばしば指摘さ

れる新事業の困難性は、製品化から事業化へ

と歩みを進めて販路を開拓して売上を伸ばし

ていく段階において、図2に示すように一

部の顧客（早期採用者）には受け入れてもら

えても、その後の販売が続かず失速し、イノ

ベーションの普及におけるキャズム（Chasm）

を越えることができない点にある3）。

　また、時には製品が当初に想定した顧客か

らも性能や価格などの各種の要望が生じて購

入してはもらえず、手直しや技術的な改良を

求められ、試作のやり直しや技術開発段階に

戻っての作業が必要となる。つまり、製品化

から事業化へと前進するはずがそうはなら

ず、むしろ前工程へと逆戻りするケースも生

じる。以下では、こうした新事業の実態を実

証的に明らかにしたい。

3．新事業の困難性の源泉

　具体的な作業として、中部経済産業局が平

成19年度までに新連携支援の対象として認

定した事業の進捗状況について4）、表1の①

～⑨のどの段階にあるかを、中部新連携支援

戦略会議事務局の統括プロジェクト・マネ

ジャーに依頼して評価してもらった5）。それ

と同時に、表2の技術開発と市場開拓の各4

項目、計8つの経営課題に対する各案件の状

況についても、3段階（3点：問題なし、2

点：一部、未解決、1点：現在、取組中）で

評価してもらい、76件の事業についてデー

タを得ることができた。

　その結果は、「事業化に成功した」とする

⑨が30件、⑧の「事業化に取組中」のもの

が29件、残りの17件は⑦およびそれ以前の

段階（以下、「製品化以前」と記す）と評価

された。そして、この事業の進捗状況による

　　　　　　　　　　　表1　新事業の進捗状況

［圃→［二麺「］→　製品化　→［垂藍＝
　①技術未完成

　　　↓
　②技術は完成　　　→　③市場テスト可能な

　機能・性能不足　　　　試作品を製作中

　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　④試作品完成　　　→　⑤製品は完成

　　　　　　　　　顧客評価は不満足　　　　市場では未発売

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、レ
　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥市場で販売中　　→　　⑦qCD満たす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　売上伸びず　　　　　　　量産化できず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧量産化実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販売（取扱）先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の開拓進まず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨事業化成功
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表2　事業化に向けた経営課題の達成状況

◆技術開発・機能や性能の実現

　　　　　製品のデザインや品揃えの魅力度

　　　　　量産化技術の確立

　　　　　低コストの実現

◆市場開拓：狙う市場ニーズや用途の絞り込み（明確化）

　　　　　接触すべき顧客や取引先の特定化

　　　　　営業力（人的資源や資金など）の確保

　　　　　販売先や顧客の数の確保

3つのグループ別に、技術開発と市場開拓の

8項目合計の評価点（満点24点）を3点刻

みで表示したものが図3である。さらに、そ

のグループ別に8項目それぞれの平均点を比

較したものが図4である。以下では、これら

のデータから得られる知見を整理してみよ

う。

（1）まず、図3からは事業化に成功したと

　　する⑨のプロジェクトでも、8項目全て

　　が3点と評価されたものは16．7％しか

　　なく、技術開発面あるいは市場開拓面で

　　の課題を残している案件が多いことが読

　み取れる。また、事業化に取組中の⑧の

　プロジェクトになると、8項目中におけ

　る未達成の項目はさらに増える。ちなみ

　に、各グループの平均点は「事業化成功」

　21．　1点、「事業取組中」17．0点、「製品

　化以前」16．0点であった。

（2）残された課題は事業化段階に至っても、

　必ずしも「営業資源の確保」や「販路の

　確保」といった市場開拓面の課題に限定

　されるわけではなく、技術面の課題も依

　然として存在する。事業化に成功した

　30件でみると、技術開発4項目の平均

　が2．7点に対して、市場開拓4項目の平

　均は2．6点と僅かな差しか無く、76件

　全体でも技術開発2．4点に対して、市場

　開拓2．2点と差異はやはり小さい。

（3）さらに図4により、その課題の内容に

　立ち入って検討してみると、市場開拓面

　における「営業力」と「販売先の確保」

　は、中小企業にとっては大きな壁となっ

　て立ちはだかる難題であるが、それとほ

図3　事業進捗別の各案件の課題達成状況

■24点口21～23点Eヨ18～20点　Z］15～17点田12～14点

事業化成功

事業取組中 69％ 34』5％ 483％ ＃11013％

製品化以前59％　　23－5％ 412％
一＃

4

2♀4％

一
31



図4　事業化の課題項目別の平均点

販売先数．

営業力

顧客特定

機能・性能

3．0

量産化

ニーズ・用途

→一事業化成功　一一■一・事業取組中　一・一製品化以前

　ぼ同程度に技術面の「製品の魅力度の確

　保」「量産化の実現」「低コストの実現」

　が課題として残されている。事業化に成

　功したグループでも、「機能・性能の実現」

　以外の3項目は平均2．5～2．6点であり、

　市場開拓面の「ニーズ・用途の絞り込み」

　や「顧客の特定」の2．8点よりもむしろ

　低くなっており、それは76件全体でみ

　ても同様な傾向にある。

（4）事業化に成功したグループと、事業取

　組中あるいは製品化以前のグループを比

　較すると、その差異は8項目全てにわ

　たって存在はするが、技術開発面では「量

　産化」と「低コスト」の2項目における

　相違が顕著である。他方、市場開拓面で

　は、「営業力」や「販売先数」における

　差異は当然としても、「ニーズ・用途の

　絞り込み」と「顧客の特定」についても

　格差が存在しており、技術力の向上もさ

　ることながら、この2項目における差異

　の解消が事業化を実現する上でのカギを

　握ると考えられる。すなわち、開発した

　技術を、どの市場分野の誰をターゲット

　顧客として製品やサービスに仕上げるか

　を早期に決定することが、事業を促進さ

　せる大きな要因となる。

（5）製品化以前の段階にあるとされた17

　件のうち、⑥あるいは⑦と評価された

　13件は、市場での販売を試みていると

　いう点では、事業化に取組中と考えるこ

　ともできるが、売上金額は総じて小さく

　安定せず、売上を計上するに至っていな

　いものもある。新連携の支援施策は、趣

　旨として製品化段階⑤あたりに位置する

　企業を対象に開始するものであるが、時

　聞が経過しても事業化段階への移行が計

　画通りには進行しない事業も一部に存在

　し、その原因を8項目の中に求めれば、
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「ターゲットとする市場ニーズや用途が

明確化できていない」（2．0点）という

基本的な問題に帰着する。

4．考察と残された課題

　本稿では、新事業を創出することの困難1生

を新モデルの開発プロセスとの相違に求め、

新事業は必ずしも図1の開発プロセスに沿っ

て段階を追って活動が順に進むわけではない

との仮説を検証しようと試みた。

　分析から得られた結果は、技術開発・試

作・製品化と活動を進めて製品を完成させ、

その後にこれを市場で販売して売上を伸ばす

というプロセスを順調に辿って事業が立ち上

がるというよりも、むしろ技術開発と市場開

拓の両者の作業が並行して行われる中で事業

化も進行することが明らかになった。ここで

取り上げた8項目の経営課題を利用して言え

ば、営業力の強化や販売先の数を増やす努力

の傍らで、量産化のための技術の確立や低コ

ストの実現のための技術開発に同時に取り組

むような光景が常態として起こり得る。これ

を象徴的に表現すれば、事業化のプロセスは

イメージとして図5に示されるようなものと

なる。

　新事業の創出においてカギとなるのは、市

場の評価を早期の段階で受けることであり、

想定する顧客による製品やサービスへの評価

の結果を組織に迅速にフィードバックして、

製品デザインの手直しや技術の改良作業を進

めることである。換言すれば、技術開発面の

図5　事業化プロセスのイメージ

匠翻拓 銭
！

／　　空
鍵賠畷鱒

離。鍵轄一　　　　講撫灘勤

開発1　隙作＼慮翠蟹
l　　l市場入 　 時間

」開発1　・1試作1　・1製品化1 ・1事業化1

1市場評価1

残された課題を市場の評価を通じて早い段階

で明確にし、これを解消する活動こそが市場

開拓そのものであり、それが販売面の課題を

解決する早道にも成り得ることの再確認であ

る。

　こうして新事業に関する当初の仮説は検証

できたと考えるが、マネジメントとしてど

のように新事業に取り組むべきかについて

は、小さな示唆を与えたにすぎない。今後は

ここでの議論を踏まえて、組織のあり方や管

理ツールなどを検討する必要がある。ステー

ジゲートや同期的並行開発の手法は、開発プ

ロセスが後戻りするリスクを回避し、時間と

コストを節約するための有効なツールではあ

る。しかしながら、新事業の立ち上げには活

動が前段階に戻ることをむしろ積極的に許容

し、模索する新製品（サービス）に対する顧

客や市場の評価を早期に得て、開発活動に

フィードバックする仕組みの構築が不可欠と

なろう。
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注：

1）認定案件の事業内容は、中小企業基盤整備機構

　　の新連携支援地域戦略会議の各支部ホームペー

　　ジに掲載されている（http：〃www．smrj．go．jp／

　　shinrenkei／）　。

2）筆者自身は、中部地域にあってこの事業を統括

　　している「中部新連携支援地域戦略会議」の下

　　で、地域の中小企業から申請のあった計画の中

　　から、認定に相応しい案件の評価を担当する

　　「事業評価委員会」の一員として、中小企業が

　　企業間連携によって新しい事業にチャレンジす

　　る活動を垣間見てきた。この機会を通じて得た

　　知見がここでの考察のベースとなっている。

3）キャズムについては、Moore，　G．A．（1999）

　　C「ossing　the　Chasm：Rθ　vised，（川又政治訳

　　（2002）『キャズム』翔泳社）を参照されたい。

4）ここでの分析に平成20年度以降の認定案件を含

　　めていないのは、認定されて閻もないために、

　　事業を進捗するのに十分な時間が経過していな

　　いことによる。

5）統括プロジェクト・マネジャーは、各案件の事

　　業内容のブラッシュアップやフオローアップを

　　担当するプロジェクト・マネジャーを束ねる地

　　位にあり、認定を受けるための申請等を最終的

　　に判断する責任者であり、全案件を対象に総合

　　的な評価をすることが可能な人物と判断した。

　　なお、評価結果はあくまでも平成20年11月末時

　　点のものであり、事業化に向けて活動は継続し

　　ているので、ここでの評価は事業としての最終

　　的な成否を判断するものではない。
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F］lliil1lll

生産性が低下したのか？

大阪大学社会経済研究所

教授　大　竹　文　雄

バブル崩壊

　アメリカに始まった世界的な不況は、日本

にも大きな影響を与えている。財政政策や銀

行救済策など、米国で現在議論されているこ

とは、日本のバブル崩壊後の不況期や金融危

機の際に議論されたこととそっくりである。

少し違うのは、当時の議論を早回しで聞いて

いるかのように感じる点である。しかしなが

ら、バブル崩壊の中心地で、当事者としてそ

のような議論を行っているのか、少し離れた

場所で議論を聞いているのか、というのは大

きな違いである。

　マクロ経済学の世界では、リアルビジネス

サイクルという立場の学派が近年中心的な地

位を占めるようになってきていた。リアルビ

ジネスサイクルとは、簡単に言うと、景気変

動は需要変動から発生するのではなく、生産

技術へのショックや余暇に対する好みの変化

によって発生すると考えるものである。確か

に、生産性の低下や人々の選好の変化によっ

てバブル崩壊が生じたと解釈することも不可

能ではない。実際、生産性上昇率の低下と法

的規制による労働時間短縮によって90年代

の日本の不況が説明できるという東京大学の

林文夫教授とアリゾナ州立大学のエドワー

ド・プレスコット教授による論文が経済学の

世界では大きな影響力をもってきだ。生産

性上昇率の低下と労働時間の短縮が世界的に

みて日本だけでこの時期に観察されたことが

その背景にある。この解釈が正しければ、日

本の不況解決の正しい政策は、生産性向上で

ある。構造改革だったのだ。

生産性の低下？

　では、今回の米国からはじまった不況につ

いても、同じ理屈で説明することができるだ

ろうか。つまり、米国の人々が以前より働く

ことが嫌になって休みを取るようになったの

か、突然生産性が低下するような技術ショッ

クに見舞われたから発生した、というのだろ

うか。もし、生産性が低下しアメリカの競争

力が低下したからアメリカが不況になったの

であれば、政府による財政政策は、ただでさ

1　Hayashi　and　Prescott（2002），林文夫（2003）
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え低くなった生産能力を、公的なものに使う

ということになり、民間の製品やサービスの

生産を減らしてしまうことになる。

　しかし、そう考えるアメリカ人は少ないだ

ろう。オバマ大統領が就任演説で、「私たち

の労働者は、危機が始まった時と同様に生産

的だ。一週間前、一か月前、一年前と同様

に、私たちの心は独創的だし、私たちの製品

やサービスは必要とされている。私たちの生

産能力は衰えていない。」と、不況が生産性

の低下によるものではないと力説しているこ

とは象徴的である。

　もし、今回の不況がアメリカの自動車会社

の経営危機のようにアメリカ国内の企業の経

営だけが悪化したことで発生し、それに留

まっていたのなら、90年代の日本への見方

と同様、生産性ショックという考え方が支配

的になったかもしれない。アメリカの自動車

会社が、「時代に合わない燃費の悪い大型車

を作り続けたから」、とか「労働組合が強す

ぎるために、非効率な生産システムが維持さ

れた上に高い人件費がかかっていたから」と

いった、批判が中心になっただろう。

　しかし、今回は米国の不況は世界中に広

まった。アメリカだけが不況であれば、アメ

リカの産業が悪いという批判が中心になっ

て、生産性を高めるべきだ、という議論になっ

ただろう。ところが、アメリカの不況によって、

世界一生産性が高いと考えられてきた日本の

自動車産業も電機産業も大きな影響を受けた。

日本の自動車産業や電機産業の生産性低下が、

米国のそうした産業の生産性の低下と同時に

発生したという解釈は自然ではない2。自動車

産業や電機産業が生産する製品よりも別の産

業の製品に人々の需要が移ってしまったとい

うわけでもない。もちろん、アメリカの消費

の拡大に応じて日本の製造業が生産設備を拡

大しすぎていたという可能性は否定できな

い。しかし、生産1生が低下して、必要なもの

が作れなくなってしまって不況になっている

のではないことは明らかである。世界中で消

費の総額が減少してしまったのだ。

不況の原因は需要の減少

　こうやって考えてみると、需要の減少が不

況の原因だと考える方が自然である。これは、

一般の人から見れば当然のことかも知れない

が、過去20年ほど学会の主流であった経済

学からみると説明が難しい現象なのである。

実は、今回の不況も90年代の日本の不況も

全く同じメカニズムで発生していたのかもし

れない。しかし、不況が日本だけだったのか、

世界に広がったのかで、解釈に大きな差が出

ているというのが本当のところだろう。今回

は、アメリカのバブル崩壊が他国にも大きく

波及したこと、生産性ショックでは説明でき

ないくらい急激な経済変動が発生したことか

ら、生産性ショックと需要ショックが比較的

明確に判別できた例だと考えられる。

　これだけ明確に、景気変動の原因が特定で

きているのであれば、その対策ははっきりし

ている。需要変動が不況の原因であれば、需

要を中心とする経済学に基づいて不況対策を

考えるべきだ。その点で、大阪大学の小野善

康教授の守銭奴的流動性選好による不況理論

は注目に値する3。小野教授の不況理論（小

2　藤本（2009）も日本の製造業の生産性が急に低下したわけではないことを指摘している。

3　詳しくは小野（2007）を参照。
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野理論）は、現代的な成長理論の枠組みで、

需要変動による不況を説明することに成功し

ている。

　小野理論を直感的に説明してみよう。モノ

やサービスは、消費すれば消費するほど、追

加的な満足度は低下していく。特定のモノや

サービスは、どうしても飽きてきたり、一定

以上消費することが不可能になる。しかし、

お金はどれだけあっても、あればあるほどう

れしい。なぜなら、お金というのは、どんな

モノやサービスも購入できるという意味で流

動1生が高く、いわばトランプのジョーカーの

ようなものだからだil。つまり、お金には流

動1生という魅力が備わっているのである。こ

うしたお金への選好の特殊性が、消費せずお

金を貯めすぎるという人々の行動を起こして

しまう。株や不動産についても同じような持

てば持つほどうれしいという特性があれば、

人々は株や不動産を保有したがるし、そのた

め価格が上がっていく。バブルの発生だ。し

かし、株や不動産をもっていることのうれし

さがなくなってしまうと、バブルが崩壊して

しまう。そうすると、人々は株や不動産では

なく、お金だけを持ちたがる。お金を持ちた

がるとお金の値段は上がっていく。お金の値

段が上がるということは、お金の価値が上が

ることだからモノの値段が下がるということ

だ。つまり、デフレの発生だ。デフレが発生

すると人々は、買い物をするのを将来に先延

ばしにしようとする。なぜなら、その方が安

くモノが買えるからだ。そうなると、ますま

すモノが売れなくなってしまう。モノが売れ

なくなるから、失業が発生する。こうした循

環が続いてしまって、長期の不況が発生する

というのが小野理論のしくみだ。

　このような悪循環を止める方法は、ただひ

とつ、失業者を公共投資や公的サービスによ

る雇用で雇うことだ。問題の発端は、人々の

守銭奴的な貯蓄過剰にあるのだから、政府に

よってモノやサービスの需要を作り出すこと

が大切なのである。この時に大切なことは、

役に立たないものやサービスを作りだしても

意味がないことだ。それなら、失業者にお金

を直接渡した方が、無駄な資源を浪費せずに

すむ。生産能力を高めるような公共投資も意

味がない。なぜなら、問題は生産能力の不足

ではなく、需要が減少したことにあるからだ。

カギは公的需要の創出

　では、どのような公的需要を創出すること

がいいのだろうか。小野理論によれば、満足

度を高める公共投資や公的サービスを増やす

ことで失業者を減らすことが一esの不況対策

だ。失業が増えている分野ではなく、私たち

の生活を豊かにする分野での新たな技能訓練

も有効だ。具体的には、生産性を高めないが

生活環境を改善するような投資や公的サービ

スである。その条件を満たすものは、環境投

資、介護サービス、育児サービス、教育、芸

術などである。財源は、どうすればいいのだ

ろうか。お金の貯めすぎが不況の原因なので

あれば、資産所得税や高所得者に対する課税

が考えられる。税金を使って公共投資や公的

サービスを拡充することは、所得の高い人か

ら失業した人に所得の再分配を行うという格

差縮小策であると同時に、失業という一種の

4　ここでのジョーカーは、何にでも換えられる最高の切り札という意味である。
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非効率性を解消する政策でもある。

　穴をほって埋めるという公共投資でも効果

があると考える伝統的なケインズ経済学と小

野理論には、大きな違いがある。無駄な公共

投資が、景気対策になると考えられたのは、

政府のすることはどんなことでも100％便

益を高めることになるというGDP計算上の

仮定によっていただけなのだ（小野（2007）、

（2008））。大事なことは、ばらまきではなく、

私たちの暮らしを良くするための投資にお金

を使うことだ。

【参照文献】

小野善康（2007）　「不況のメカニズムーケインズ

　　　　　　　　『一般理論』から新たな「不況動

　　　　　　　学」へ』（中公新書）

小野義康（2008）　「不況時に公共事業を増やすべき

　　　　　　　か」「お金の節約が効率を悪化さ

　　　　　　　せる」大竹文雄編「こんなに使え

　　　　　　　る経済学』　（ちくま新書）

Hayashi，　Fumio　and　Edward　C．　Prescott（2002）“Japan

　　　　　　　in　the　1990s：ALost　Decade”，

　　　　　　　co－authored　with，　Review　of

　　　　　　　Economic　Dynamics，　Vol．5，　No．1，

　　　　　　　January　2002，　pp．206－235

林文夫（2003）　　「構造改革なくして成長なし」、

　　　　　　　岩田規久男・宮川努編『失われた

　　　　　　　10年の真因は何か』東洋経済新報

　　　　　　　社
藤本隆宏（2009）　「日本型「ものづくり立国」は滅

　　　　　　　びず」　r文藝春秋』第87巻第3

　　　　　　　号、188－199

象

り

一 38一



ぬo

労働統計にみる男性の働き方・女性の働き方⑫

名古屋大学大学院経済研究科　教　授　荒山　裕行

　　　群馬工業高等専門学校　准教授杉浦　立明

「職業分布からみる男女の差」

1．職業という視点

　昨年末から「100年に1度」と言われる不

況が世界経済を席巻している。日本経済を主

導してきた輸出志向の企業ではかつてないス

ピードで派遣労働者や契約労働者を対象とし

た雇用調整が進められている。この雇用調整

に対して、製造業への派遣労働者の規制や禁

止を求める声が再び沸き起こっている。

　日本では、産業を念頭にして経済をみるこ

とが多いが、産業でなく職業という視点でみ

ることがきわめて重要である。製造業という

産業でとらえるのではなく、職業として派遣

労働者をとらえて、対応策を実施していくこ

とが必要である。

　製造業を産業でみた場合には、研究開発に

従事する専門性の高い労働者もいれば、販売

に従事する労働者も含まれ、当然生産現場で

図1　職業分類の解説注1

部　門 職業大分類 解　　説

1 農林漁業

関係職業

農林漁業作

業者

農作物の栽培・収穫、養蚕・家畜などの飼育、材木の育成や伐採など、水産動植物
の捕獲・養殖などをする仕事、及びその他の農林漁業類似の仕事並びにこれらに関
連する仕事に従事するものをいう。

運輸・通信

従事者
機関車・電車・自動車・船舶・航空機などの運転・操縦の仕事、通信機の操作、及
びその他の関連する仕事に従事するものをいう。

n 生産・運輸

関係職業 生産工程・

労務作業者

機械・器具などを用いて原料・材料を加工する仕事、各種の機械器具を組立・調整など

する仕事、製版・印刷・製本の作業、その他の製造・制作工程の仕事、機械及び建設機

械を操作する仕事、ダム・トンネルの掘削などの仕事及びこれらに関連する仕事、建設

の仕事、並びに他に分類されない運搬・清掃などの労務的作業に従事するものをいう。

販売従事者

有体的商品・不動産・有価証券などの売買、売買の仲立・取次などの仕事、保険の代

理・募集の仕事、商品の売買・製造・サービスなどに関する取引上の勧誘・交渉など

の仕事など、売買・売買類似の仕事に従事するものをいう。

皿

販売・サー

ビス関係職
業

サービス職

業従事者

個人の家庭における家事・介護サービス、身の回り用務・調理・接客・娯楽など個人に対す

るサービス、及び他に分類されないサービスの仕事に従事するものをいう。

保安職業従

事者

国家の防衛、社会・個人・財産の保護、法と秩序の維持などの仕事に従事するものを

いう。自衛官・警察官・海L保安官・消防員として任用されていて、医療・教育・事
務などのように、他の分類項目に該当する仕事に従事するものも含まれる。

専門的・技術

的職業従事者

高度の専門的水準において、科学的知識を応用した技術的な仕事に従事するもの、及び

医療・教育・法律・宗教・去術・その他の専門的性質の仕事に従事するものをいう。

IV

事務・技術・管理関係

職業

管理的1職業

従事者

事業経営方針の決定・経営方針に基づく執行関係の樹立・作業の監督・統制など、

専ら経営体の全般又は課（課相当を含む）以上の内部組織の経営管理に従事するも
のをいう。国・地方公共団体の各機関の公選された公務員も含まれる。

事務従事者
一般に課長（課長相当職を含む）以上の職務にあるものの監督を受けて、庶務・文書・

人事・調査・企画・会計などの仕事、並びに牛産関連・営業販売・外勤・運輸・通信に

関する事務及び事務用機器の操作の仕事に従事するものをいう。

資料　総務省「日本標準職業分類」
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働く労働者も含まれる。昨年末からの雇用調

整の対象になっている労働者は、研究開発を

進めている労働者や販売や企画をしている労

働者ではなく、生産現場で働いている労働者

で、かつ生産に従事する派遣労働者がその大

半を占める。

　この観点に立つと、職業という視点から働

き方を考えていくことの重要性が明らかにな

る。そこで今回は職業という点から男女の差

をとらえてみる。働く場合に、職業選択とい

う意思決定は自ら行っている。例えば、「も

のづくり」の現場で生産に従事していきたい、

と考えている場合や、老人への介護に従事し

ていきたい、と考えている場合では、学校選

択や就職先の選択は大きく異なる。このよう

な職業選択に男女の差が大きな差があるのか

どうか、また男女に差があるのであれば、男

女の差は拡大しているのかどうかをみていく

ことが今回の目的である。

　ここでの職業とは、日本標準職業分類に基

づく職業のことを意味する。日本標準職業分

類とは、個人が従事している仕事の類似性に

注目して区分して、職業を表示したのもで、

この分類による大分類の項目名と解説が表1

にまとめられている（前頁）。職業分類は、

大分類、中分類及び小分類の3つから構成さ

れて、大分類10、中分類81、小分類364の

項目から構成される。

　今回は、総務省「国勢調査」の分析で用い

られる「10大分類を4つの部門に集計する」

やり方に倣って、男女別及び新卒者の学歴別

並びに年齢10歳階級別にみた職業4部門の

1976年から2008年までの推移を取り上げて

いく。

2．職業分布の男女の差

　男女の職業分布を比較するため、職業4部

門の割合の推移を図2に示した（次頁）。図

表2からは、明らかに男女の職業分布には大

きな差異があること、および、この30数年

間の職業4部門の割合の変化をみると、女性

の動きの方が大きく、男性の動きは女性に比

べると変化は小さいことがわかる。この間

に就業者数が1976年男性3294万人、女性

1976万人から2008年男性3729万人、女性

2656万人と、男性より女性の方が大きく増

えていることもあるが、女性の職業選択が大

きく変化したことをふまえて働き方を考えて

いくことが重要な視点である。表1の4部門

のうち、比較的大きな動きのみられた第1、

11、IV部門についてふれていく。

　男女の職業という意味での共通点は、第1

部門「農林漁業作業者」の減少にみられる。

男性では1976年320万人から2008年158万

人に、女性は1976年314万人から2008年

105万人に、就業者数は男性では半減、女性

では3分の1の水準までに減少している。就

業者総数に占める割合でも、1976年に男性

9．7％、女性15．9％から、2008年に男性4。3％、

女性4．0％と大きく低下している。農林漁業

作業者は1976年に男性で4番目に、女性で

3番目に多い職業であったが、2008年に男

性では7番目、女性では6番目と、順位も下

げている。

　第H部門に含まれている「生産工程・労務

作業者」も、男女共に減少しており、男性

では1997年1424万人を、女性では1992年

653万人をピークの値として、2008年に男

性1287万人、女性493万人とピーク時に比
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べて男女共に100万人以上減少している。こ

の職業が全体に占める割合が最も大きかっ

た年は、男性では1976年に38．1％、女性で

は1986年26．9％であったが、2008年現在で

は男性34．5％、女性18．6％に低下しており、

割合の低下は女性で著しい。また、この職業

に従事する人の順位は、男性では1976年以

来2008年まで1番目で、女性では1976年以

来1988年まで1番目で以後は2番目になっ

ている。

　第IV部門に含まれている「事務従事者」は、

男女で動き方が異なっている。全体に占める

割合は、男性では12～13％とほぼ一定の水

準を示しているが、女性では21．6％（1976年）

から29．7％（2008年）と8．1ポイントの大

きな伸びを示している。男性では4番目に多

い職業に留まっているが、女性では1989年

以降最も多い職業となった。

　「専門的・技術的職業従事者」は、全体に

占める割合が1976年の男性6．6％、女性8．2％

から2008年には男性13．・6％、女性16．7％と、

男女共に倍増している。人数でみても男女共

図表2　職業別就業者の状況注2・3

（万人）

　　　　　　　　（年）
総　数

1976
3294

1980
3394

　　男　性
1985　1990
3503　3713

1995

3843
2000
3817

2005
3723

1976
1976

1980

2142

　　女性
1985　1990
2304　2536

ig95

2614
2000
2629

2005
2633

灘饗羅農林漁業作難 320 290 261　235 198 182 ！65 314 280 241　213 165 139 114

羅灘轍響
225

1230

233

1269

216　223

130〔｝　［327

224

1390

210

1363

193

1281

17

510

15

552

11　　10

619　649

13

609

11

568

11

501

敗売・サー販売従事者ビス関係職サービス職業従事者

業　　　　保安職業従事者

472
132

76

490
150
78

537　579
146　163
82　　82

582
183
93

570

203
96

551

220
110

282
247

　2

307
271

　2

324　360
270　287
　3　　3

362
331

　4

341

374

　5

341

421

　6
事務・技術・専門的’技術的職業従事

轡職毫難騨
219

203
401

233

209
429

293　401

197　220
453　462

448

216
495

475

186

509

506

171

486

162

12

427

205

11

495

245　290

14　　19

568　695

342

21

757

381

正9

777

431

19

761

（％）

100

　男性の職業別割合

一
農林漁業関係職業

一生産・運輸関係職業

一 t・・販売・サービス関係職業

一x－・事務・技術・管理関係職業
（％）

90

80

70

60

50

4。　　　

3° 　※x。x鯉・・画一xx－x　x※歯

　▲由▲☆．亡．赴▲企▲★▲壱・仙・歯▲き▲亡▲△倉晶▲☆晶
20

10
－一一一一一一一一．一一

〇

　　　　1976　1980　　1985　　1990　　1995　　2000　　2005

資料：総務省「労働力調査」

100

　女性の職業別割合
　　農林漁業関係職業

→一生産・運輸関係職業

・・ か・販売・サービス関係職業

『『 ※・一事務・技術・管理関係職業

90

80

70

60

50

40

30

　　　　xxx）kX・x）〈・xxxxx’xx’xx’x※x※

xxxxxxx’x

※x
　　　　　　　　　　　．A幽r▲壱▲「血▲幽ム
　　　　　　　▲含▲幽▲r幽▲

20

1・

O

l976　1980　　1985　　1990　　1995　　2000　　2005

一
41



に1976年の男性219万人、女性162万人か

ら2008年には男性507万人、女性443万人

と大幅に増加し、男性では3番目、女性では

4番目に多い職業となった。

　「ホワイトカラー」といわれる「事務」や

「専門」・「技術」職に多くの女性が働くよう

になり、「ブルーカラー」といわれる「生産

工程・労務作業者」では男性が女性よりも多

くなっている。一方、男性では、「ブルーカ

ラー」の労働者の方が「ホワイトカラー」の

労働者よりも依然として多い。このことから、

現在の不況で「ブルーカラー」労働者に対す

る政策を考える場合に、その対象が女性では

なく男性を中心に移行せざるを得ないことが

明らかとなろう。

3．新卒者の学歴別にみた職業分布

　つぎに新卒者の学歴別に職業分布の違いを

みる。教育を受けた結果、最初の職業選択を

どのようにしているのかをみるために、文部

科学省「学校基本調査」から職業4部門別の

分布を図示した（図3）。

図3　新卒者の学歴別にみた職業4部門別就業者の割合注4・5
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　なお、新卒者として高卒者と大卒者並びに

修士卒者の3者を示した。就職者数では修士

卒よりも短大卒の方がまだまだ多いが、近年

修士卒の人が増加している。ここでは、この

ことと関連づけて教育の効果を考えるため、

短大卒に代えて修士卒の図3を掲載した。

　図3から、男女の差に注目すると、教育水

準が上がるにつれて、職業分布のばらつきが

小さくなっているのがわかる。高卒者の職業

選択と修士卒の職業選択を比べた場合には、

学歴の高い修士卒では男女の差がきわめて小

さくなっている。

　新卒者の主体は現在では大卒者になってお

り、1976年に男性18．4万人、女性4．2万人

から、2008年男性20．8万人、女性17．1万

人と、女性ではこの間に4倍増となるペース

で増加している。一方で、かつて新卒者の主

体であった高卒者は、1976年男性26．7万人、

女性31．7万人から2008年男性IL7万人、

女性8．5万人と、男性で半減し女性で3分の

1の水準以下に減少している。新卒採用市場

において、大卒者が高卒者を上回ったのは、

男性では1995年で、女性では1998年である。

なお、女性に多い短大卒を含めて短大・大卒

による就職者数は1988年に高卒者を上回っ

ている。

　職業4部門の割合の動き方は、高卒者では

男女は大きく異なっているが、大卒者では男

女共に「事務・技術など」ホワイトカラーの

割合は低下して、「サービス」の割合が上昇

傾向にあること、修士卒者では、「事務・技

術など」ホワイトカラーの割合が男女共に9

割を超えていることがわかる。

　男女間で最も大きな違いがある高卒者に

ついてふれる。「生産工程」で働く人の割合

は男性では1990年以降上昇傾向にあり、女

性でも1993年以降上昇傾向にある。また、

1976年から1994年まで女性では「事務」職

が最も多かった部門であったが、現在では減

少傾向にある。この女性高卒者「事務」職の

減少によって、「サービス」や「生産工程」

への就職割合が増えている。

4．年齢10歳階級別にみた職業分布

　男女の職業分布の違いをさらにみるため

に、年齢10歳階級別にみた職業分布をみる。

なお、職業分布を年齢10歳階級別に分ける

と、多くの図を掲載することになるため、こ

こでは25－34歳と35－44歳並びに55－64歳

の図を掲載した（次頁図4）。中堅層に当た

る年齢層だけでなく、55－64歳という高年齢

者層を掲載したことのねらいは、高齢化が

進んでいる中で職業選択がどのように変化し

てきたのかに注目したいことによる。なお、

55－64歳層の就業者数は、1976年男性333万

人、女性212万人から、2008年男性753万

人、女性495万人、と、男女共に倍増してお

り、就業者全体に占める割合も1976年に男

性10．1％、女性11．1％から、2008年に男性

20．2％、女性18．6％と、上昇をみせている。

　男女の全体を示していた図2と比べると、

年齢10歳ごとに区分した図4のどの図も割

合の動きは大きくなっているが、全体の動き

と共通している点も多い。男性では、「生産

工程」（ブルーカラー）の割合が最も多くなっ

ている。男女共に「農林漁業」の割合が低下

しておりかつ年齢の高い階層ほど低下の度合

いは著しく、女性「事務」「専門」・「技術」

職（ホワイトカラー）の割合の上昇が目立っ

ている。
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図4　年齢10歳階級別にみた職業4部門別就業者の割合注6
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　とくに、女性「ホワイトカラー」の伸びは、

1976年から2008年の間に25－34歳で21．4

ポイント、35－44歳で33．0ポイント、55－64

歳で21．1ポイントと、大きく伸びている。

この女性ホワイトカラーの伸びをみると、日

本経済の発展や成熟化に伴い、付加価値を高

める職業や日常業務を円滑に進めていく職業

に多くの女性が従事するようになったことが

わかる。技術進歩に伴い、女性でも機械の操

作や組み立て作業ができるようになったが、

直接「生産」に関わる職業には女性は就業し

なくなっている。

　かつて男性の職業と考えられていた事務職

や専門的・技術的な仕事に、若い女性が就業

していった。事務部門では、情報処理の知識

や技術が求められるようになったことが、若

い労働者に対する労働需要を増やした。すで

に雇用している労働者に対して教育訓練を実

施するよりも、すでに知識や経験のある労働

者を採用するという方が合理的である。また、
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知識や経験のある労働者を企業内で調達する

ことが難しい場合には、派遣労働者に依存す

る場合が多くみられるようになった。1986

年の労働者派遣法施行後から、派遣という新

しい働き方は20歳代後半や30歳代の女性に

受け入れられた。このことも、25－34歳層、

35－44歳層の女性の職業分布が男性のそれと

大きく変わったことの原因の1つであろう。

5．指標でみる男女間の職業分布の差

　職業分布の男女の差については、0から

100までの値をとる「性別分離指数」または

「職務乖離指数」と呼ばれる指数を用いて示

すことができる。男女の職業分布が完全に異

なっている場合にはこの指数は100となり、

男女の職業分布が完全に一致している場合に

はこの指数は0となる。したがって、この指

数の値が100に近づくほど、男女間の職業分

布の差が大きいことを意味する。

　男女間の職業分布の違いについて、新卒者

および年齢10歳階級別ではどの程度に違い

があるのかが図5（次頁）にまとめられてい

る。労働者全体を示す年齢計の指数は、1976

年に23．3から2008年に26．8に大きくなっ

ており、男女間の職業分布は次第に拡大傾向

にある。

　新卒者についてみると、男女間の職業分布

の差は、指数は2008年に高卒が49．・3、短大

卒が30．3、大卒が13．0、修士卒が11．0と、

高卒者で最も大きく、短大卒、大卒、修士と

学歴が高くなるにつれて小さくなる。

　また、高卒者では2000年以降に男女間の

差は、44．4（2000年）から49．3（2008年）

と大きくなる傾向がみられる。しかし、大卒

者や修士卒者では、1995年に大卒者は15．9、

修士卒者は12．4から、2008年に大卒者は

13．0、修士卒者は11．0と、1995年以降に職

業分布の男女差は小さくなる傾向にある。教

育水準が高くなるにつれて、男女間の職業選

択に差がなくなっていること、および高等教

育を受けた人ほど近年職業選択の差が小さく

なる傾向にあることは注目に値する。

　年齢10歳階級別についてみると、年齢が

若い階層ほど男女間の職業分布に差がある。

指数は、2008年に15－24歳層で31．8、25－34

歳層で34．8、35－44歳層で30．6、45－54歳

層で24，4、55－64歳層で21．3、65歳以上で

20．9と、年齢が高くなるにつれて、男女間

の職業分布の開きは小さくなっていることを

意味している。

　年齢の最も若い15－24歳層の指数は、1976

年の42．6から2008年に31．8と10，8ポイン

ト低下している。しかし、15－24歳で働く人

の数は、1976年男性392万人、女性351万

人から、2008年男性280万人、女性271万

人に減っている。また、15－24歳層の就業者

全体に占める割合は、1976年男性12．8％、

女性19．3％から、2008年男性7．5％、女

性10．2％と低下していることを考えると、

15－24歳層での男女間の差が解消されている

との解釈は必ずしも妥当しない。

　一方、25－34歳層及び35－44歳層では、年

齢全体に比べて男女間の職業分布の差が大き

く、かつ差が近年拡大傾向にある。1976年

の指数は25－34歳層で29．0、35－44歳層で

19．7であったが、2008年のそれは25－34歳

層で34．8、35－44歳層で30。6と、この間に

前者は5．8ポイント、後者は10．9ポイント

大きくなっている。すでにみた35－44歳層の

女性の職業選択の大きな変化が、男女間の職
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業分布の差を大きくしている。企業での女性

の勤続年数が長期化し、女性30代の「事務」

部門が急増している中で、男性30代の「事務」

部門は女性ほど増加しておらず、依然として

「生産工程」で働いている労働者が多い。

　1976年から2008年の間にもっとも就業

者数が増えた年齢層は、4節で取り上げた

55－64歳層であるが、この階層での男女間の

職業分布の開きは若い年齢層に比べると小さ

く、かつ1976年の指数は23．5から2008年の

それは21．3と、2．2ポイント低下しているこ

とから、職業分布の開きは若干縮小してきた。

　職業分布に関して、高年齢層では片方の性

だけが変化するのではなく、男女両方とも変

化している。一方、若い年齢層では、男性に

比べると女性の職業選択が大きく変化して、

男女間の職業分布の開きを大きくしている。

　当初筆者は男性と同じように女性の「生産

工程」で働く労働者も多く、男女間の職業分

布の違いは新卒者の学歴あるいは年齢によっ

てそれほど違いはないのではないかと考えて

いたが、実際に統計から数値を求め計算して

みると、当初の予想を超えた実態が明らかに

なった。今回の知見は男女の働き方を考えて

いく上で今後重要な点になっていくものと思

われる。

　男女で職業分布を同一にする必要性は必ず

しもないが、男女共同参画社会がうたわれて

いる中で25－34歳層、35－44歳層の若い人の

間で男女間の職業分布に開きが大きくなって

いる。職業選択の男女間の違いについて、今

後解明していくことは重要な課題であろう。

図5　男女間の職業分布の差を示した指標の推移li．　7　，　8　．　9
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注1　調査年によって、　r日本標準職業分類」の改

　　　訂に伴い、職業の項目のあり方が異なる。こ

　　　こでは、日本標準職業分類（1997年第4回改

　　　訂）に基づいている。

注2　分析期間中には「日本標準職業分類」の改訂

　　　が行われている。職業大分類による分析の

　　　ため、分類改訂の影響を除去する作業は特に

　　　行っていない。

注3　表2の就業者総数には、　「分類不能の職業」

　　　を含めているため、各項目の数値を総計して

　　　も、総数の値とは一致しない。また、　「就業

　　　者」とは、賃金、内職収入などの収入を伴う

　　　仕事を1時間以上した人のことをいい、無給

　　　の家族従業者も含まれている。そのため、企

　　　業に雇われている人（「雇用者」）のみの数

　　　値ではない。

注4　横軸の年次は3月卒業者の値によるものであ

　　　る。

注5　注2と同じ。

注6　注2と同じ。

注7

8
Q
）

注
注

100×Σ1（ルt，／ルグ）一（W．〃の1／2

　　　　　ノ　　　　　　　　ノ
　　ノ

Mはi番目
ノ

の職業に就いている男性就業者、Mは男性就

業者総数、曜はi番目の職業に就いている女
　　　　　l
性就業者、Wは女性就業者総数、したがっ

て、M．　IMは1番目の職業に就いている男性就
　　1
業者の割合、陵／P’ti「は1番目の職業に就いて
　　　　　　1
いる女性就業者の割合を表し、男性と女性の

職業分布の差を総計した値である。この指数

の先行研究は以下である。Duncan，0，　D．　and

B．Duncan，1955，“A　Methological　analysis　of

segregation　indexes．”American　Sociological

Review　20，210－217

注2と同じ。

注4と同じ。

゜

）°
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「どうなる！日本と世界の経済」

Voice編集部　編

PHP研究所　刊　952円（税別）

金融・経済の
　　　　　　夏隔天己馨要
　流　客13人が炉難塁唾

提示する1

　2008年9月に米国のリーマンブラザーズ

が破綻し、この米国発の金融危機は、先進国

のみならず瞬く間に新興国、資源国をも巻き

込み世界同時不況に突入した。いまだいつ底

打ちするのか先行きが見えず1929年の世界

大恐慌以上の深刻な状況とも言われている。

これまで日本経済を支えてきた海外市場の急

減速による輸出の大幅な減少、それに伴い主

要な製造業の生産が軒並み大幅に減少、加え

て株価急落、円高が拍車をかけている。各企

業は大幅な減産を余儀なくされ、労働時間や

賃金を削減するなど雇用調整の動きが出てき

ており国民一人ひとりの生活にひたひたと雇

用不安が忍び寄っている。こうした緊急事態

に如何に対峙すべきか、常日頃から経済の本

質を洞察している論客13名のオピニオンを

まとめたものである。

　日本は、長年にわたってモノ造りを大切に

し、最先端の高度な技術力を有している。こ

の強みを生かしながら今直面している厳しさ

に耐え、将来に希望を持って成すべきこと

を成していけば、必ず活路が開けるとの思い

から刊行された。いろいろな角度、視点から

の有識者の意見を一気に気軽に読める書であ

る。
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「資本主義はなぜ自壊したのか」

なかたに　　いわお

中谷　巌　著

集英社インターナショナル　刊 1700円（税別）

　著者は、ご存知の通り細川内閣時代の「経

済改革研究会」、小渕内閣の「経済戦略会議」

のメンバーを歴任し、また「改革なくして成

長なし」とのキャッチフレーズを掲げ、構造

改革を推進した小泉政権を支えた論客の一人

である。構造改革、規制緩和の急先鋒であっ

た著名なエコノミストであるその著者が、自

ら「自戒の念を込めてr臓悔の書』」と呼ぶ

著書を刊行した。

　内容は、米国発の金融危機とそれに伴う経

済悪化、日本社会の混迷ぶりをどう理解すれ

ばよいか、その分析と処方箋を自省の中から

示そうと試みた書である。

　米国の金融危機に伴う経済の混乱振りか

ら、市場原理主義を批判する論調が目につき

本書もそれらと同列に扱われそうだが、注意

深く読むと必ずしもそうではない。

　昨今起こっている格差社会、無差別殺人、

医療の崩壊、食品偽装など日本社会の病弊ぶ

りの元凶は、市場重視のグローバルスタン

ダード、米国型経済と新自由主義を妄信した

結果であると憂慮し、市場原理を万能と見た

新自由主義の欠点を分析しているが、資本

主義を否定しているわけではない。日本社会

の構造改革に際し手本としたアメリカ経済の

構造が揺らいだ今、アメリカの真似ばかりし

ていてはだめだと言うメッセージが込められ

ている。改革を全面否定しているわけではな

く、「改革の中身を再検討すべきである」と

主張し、長期的雇用を中心とした日本型雇用

システムの良さ、平等主義社会など日本の伝

統的価値を重視した日本の再生を強く訴えて

いる。
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「経営の力学」

いたみ　　ひろゆき

伊丹　敬之著

東洋経済新報社　刊　1600円（税別）

　著者は、経営学者として長年「経営すると

いうことは一体何なのか」を折に触れ考え続

け、これまでも経営上重要なトピックごと

に「経営戦略」「日本の企業システム」「コー

ポレートガバナンス」「場のマネージメント」

「経営者の姿」「経営を見る眼」などを著して

いる。これらに共通する発想として、経営に

は力学的なメカニズムがあること、経営者あ

るいは経営幹部は「決断」に際してどんな力

学を考えねばならないかをまとめたのが本書

である。

　カネの論理、情報の論理、感情の論理が絡

み合って生まれる「経営の力学」。経営幹部

が一つ決断をすればそれは一つの大きな作用

を組織や市場などに働きかける。一方組織で

働く人々も、競争相手も、顧客も、地域社会

も当然意思と感情を持っており、当然彼らの

反作用も考えた上で経営者は決断を下さなけ

ればならない。しかし、しばしばその反作用

を見逃したり見誤ったりして失敗すると指摘

する。

　本書では、経営のあちこちで生まれる作

用・反作用の力学を、1部：組織と人間の力

学」「2部：市場と戦略の力学」「3部：資本

と社会の力学」の三つの場面に分けて記して

いる。その上でこうした力学を総合して「4

部：経営改革の力学」と「第5部：決断の

背後にある哲学」で著者の考えをわかりやす

くエッセイ風にまとめてある。副題に「決断

のための実感経営論」とあるように経営幹部

に叱咤、激励するかの如く語りかける一読に

値する書である。
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　若者の自己研鐙の場として、「殻の外へ飛び出そう」をテーマに活動している産政塾が今回

で20回目を迎えました。

　今期は、26人の塾生が集い、2月4日（水）に知立セントピアホテルにて開塾式を行いました。

今後は8月までの7カ月間、塾生の企画をもとに活動をしていきます。

簸鯖 愈鍵

第20期産政塾　塾生のみなさん

第20期産政塾　塾生（敬称略）

池田　篤人

石川　公威

伊藤　正人

井前研太朗

遠藤　　登

太田　　敏

大野田有良

沖本　匡司

柿本　理恵

蔵田　英登

鈴木　貴裕

鈴木　祐生

田中やよい

トヨタ自動車㈱

デンソー労働組合

トヨタ車体㈱

トヨタ紡織㈱

東邦ガス労働組合

東邦ガス㈱

ジェイテクト労働組合連合会

中部電力㈱

豊田市役所

アイシン精機㈱

丸栄労働組合

全トヨタ労働組合連合会

松坂屋労働組合

田村　　元

外山遥一朗

内藤　隆史

長倉　健司

中村　隆ii成

永谷　啓介

三宅　洋右

山口　智史

與後　　誠

横井　　功

吉川　孝人

六城　雅隆

脇坂　一行

㈱デンソー

㈱豊田自動織機

刈谷市役所

豊田自動織機労働組合

全ユニー労働組合

トヨタ紡織労働組合

豊田合成労働組合

トヨタ車体労働組合

中部電力労働組合

名古屋鉄道労働組合

東海理化労働組合

アイシン労働組合

トヨタ自動車労働組合

■産政塾

　さまざまな分野で活躍する人や、同世代の異業種の仲間とともに、自由に論議を交わす中

で切磋琢磨し、自らを磨いていく現代の道場。1990年1月に第1回を開催し、今期で20回を

迎える。過去の卒業生は390人。
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1．加藤裕治塾長の講話

　　『鍛えるということ』と題して、　「人生の目標を持つこと、今の

　自分の立ち位置を知り、目標に向って毎日discipline（鍛える）す

　ることが重要。第20期という節目となる産政塾での出会いを大切

　に、楽しく意義深い経験となることを願っています」と語り、塾

　生は熱心に耳を傾けていました。

2．グループ討議

　縞ボ
〆 獅｛」㌘

藁

ノー鼻》
」謹

5つのグループに分かれ、全員が持ち寄った

企画案をグループで論議し、活動テーマを1

つ決定。有識者との意見交換、モノづくりや

サービスの現場体験などグループごとの取り

組み内容について、それぞれ発表しました。

3．懇親会
1人ひとり自己紹介。

入塾の動機、仕事内容

や経歴、趣味などの話

もあり、グループ討議

とは違って和やかな雰

囲気になりました。
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2008年

12月1日㈲

12月2日㈹

12月4日困

2009年

1月1日困

1月6日㈹

1月7日困

1月9日團

1月13日㈹

1月中旬

2月4日困

2月初旬

2008年12月1日から2009年2月28日までの主な活動

新公益法人に関する説明会に参加

第42回　理事会・評議員会を開催

全トヨタ労連受託テーマ

「仕事と生活の調和の実現に向けた働く人達の意識調査」

関係企業労使へのヒアリング調査を実施

1月1日付で　主任研究員が交代

矢辺憲二より後藤健治〔トヨタ自動車㈱〕に交代

連合愛知新春交礼会に参加

全トヨタ労連新年交礼会に参加

新春経済講演会〔中部生産性本部主催〕に参加

年度研究テーマ

「より健全で良好な労使関係の構築に向けた職場づくり」

第3回専門委員会を開催

全トヨタ労連受託テーマ

「仕事と生活の調和の実現に向けた働く人達の意識調査」

アンケート調査を展開

第20回産政塾開塾式〔殻の外へ踏み出そう！〕を開催

年度研究テーマ

「より健全で良好な労使関係の構築に向けた職場づくり」

アンケート調査を展開
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（前）主任研究員

矢　辺　憲　二

退任にあたって

dズ、 』

　昨年12月末に圃中部産業・労働政策研究会主任研究員を退任し、2009年1月1日付で国際

ユニヴァーサルデザイン協議会情報交流センターに出向いたしました。

　中部産政研には2001年1月に着任し、以来8年間にわたって主任研究員を務めさせていた

だきました。企業活動の海外への急展開や労働力の多様化などに伴う様々な研究テーマに関わ

り、そして多くの方々のご支援のお陰もあって、大過なく充実した時間を過ごすことができま

した。この間、お世話になりましたすべての方々に、心より感謝いたしております。

　ユニヴァーサルデザインというのは、できる限り多くの人々が利用できるように最初から意

図して、機器、建築、身の回りの生活空間などをデザインすることです。私が出向したのは、

そのユニヴァーサルデザインの普及と実現をめざした活動を推進する組織です。若くて健康な

人だけを念頭に置いた商品開発だけでなく、年齢、性別、人種や能力の違いなどによって生活

に不便を感じることのないものづくり・社会づくりを目指しています。現在は約140の企業が

参加し、トヨタグループからも数社が会員となっています。

　現在、自動車産業には、これまで経験したことのない「複雑で大きな波」が押し寄せていま

す。このような時だからこそ、労使が知恵と力と汗を振り絞りながら、次のステージにステッ

プアップするチャンスだと思いますし、うつむいて下ばかりを見るのではなく、希望を胸に視

線を上げて果敢にチャレンジする時ではないでしょうか。これまで営々と築き上げてきた健全

で安定的な労使関係が大きな役割を果たしながら、正に労使一体となって底力を発揮され、難

局を切り開いていかれると確信しています。
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主任研究員

後　藤　健　治

新任研究員紹介

罵　

儲隠
欝

　2009年1月1日付けでトヨタ自動車から出向し、主任研究員に就任いたしました。昨年秋

からの世界規模の金融危機の広がりや円高などの影響を受け、実体経済の悪化は雇用にも大き

な影を落としています。こうした大きな変化の時は短期の緊急的な措置はもちろん重要です

が、問題の本質を見極め長期的な視点に立って物事を考えるよい機会だとも思います。百年に

1度といわれる危機を生まれ変わるチャンスととらえ、環境変化に適合した望ましい働き方を

労使で考え、未来を拓いていけたらと思います。

　私自身も、中部産政研の特徴である「実証的な研究を通じた提言活動」を基本に捉え、常に

ネットワークを広げ、現地現物を通じたファクト発見を実践し、質の高い分析に基づく有益な

提言活動に努める所存です。皆様のご指導、ご鞭健をよろしくお願いいたします。

＜略歴＞

1952年12月

1975年3月

1975年4月

東京都目黒区生まれ

早稲田大学商学部卒業

トヨタ自動車入社

人事部、第2購買部、総合企画室、調査室、渉外部、経営企画部、

社会貢献推進部を歴任。この間名古屋商工会議所に出向

〈家族〉

妻と娘2人

く趣味〉

油絵、ドライブ旅行

くモツトー〉

いつも前向き
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編集後記

　米国の金融危機に端を発した世界同時不況と言う緊急事態の中で雇用確保が最重要課題となって

いる。需要が急降下している中では、企業は大幅な減産を余儀なくされ生産・人員調整をせざるを

得ない。そうしなければ企業存続の問題にも繋がりかねない。こうした中、「派遣社員の雇い止め」

が社会問題化し、マスコミを中心に「派遣労働者が可哀相で、企業は悪である」と言う論調が目立つ。

しかし派遣社員の方は、個人のライフスタイルに応じた働き方の裁量をもち、期閻を限定して雇用

契約を結んでいるので契約期間が満了したら更新しないケースがあるとしてもやむをえない面もあ

る。日本的な長期雇用の下では企業は、正社員には定年まで雇用する責任を伴う一方、派遣労働者

の方々に対して仕事の対価を支払うが将来の雇用責任は持たない。好況時にはあまり話題にならな

かった正規、非正規の問題だが、雇用の二極分化が進む中で雇用政策のあり方が大きな課題となっ

ている。働く者の雇用の安定は、社会の安定の基盤である。国がセーフティネットを整備するのは

もちろんだが、企業労使の真摯な話し合いの中で最も基本的な命題である同じ企業で働く者の雇用

の維持確保を図るために今後お互い何ができるのか、何をなすべきか知恵を絞りたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（河原真一）

　今年1月、トヨタ自動車から中部産政研に出向となり3ヵ月経った。前職場は社会貢献推進部。

世界のクラシックカーを展示するトヨタ博物館で広報を担当していたので、労働や雇用といった問

題には疎く、様変わりした仕事に時に当惑しつつも、少し大袈裟にいうと新入社員のような新鮮な

日々を送っている。2月上旬には、当財団が主催する若手の勉強会である「産政塾」の開塾式に事

務局として参加した。これは各企業労使の同世代の人間が集まり、交流を通じて切磋琢磨する体験

道場で、『殻の外へ踏み出そう！』が共通テーマ。塾生の多くは入社して10年前後の中堅である。

各労使で活躍するホープではあるが、反面そろそろ“慣れ”が出てきて問題意識が薄くなってきた

頃でもある。およそ半年間の成果に大いに期待するところだが、わが身を振り返ってみるとこちら

は別のカラにもチャレンジしなければならない。長い会社生活で破るべき殻は幾重にも重なり、新

たな分野に限っていうと頭は殻ならぬ空である。皆さんからの刺激を受けながら、新しい知識の吸

収とスピーディーな行動で、「殻」を破り「空」を満たしていきたい。　　　　　　　（後藤健治）

　先日、友達が「最近主人が早く帰ってくる。子どもは好きなテレビ番組が見られないと文句言

うし、夕食はすぐ支度しないといけないし、なんか生活リズムが狂うよ」と言っていました。長い

間の習慣で、ご主人は“遅く帰ってくる”のが当たり前になっていたそうです。私たちの日常を見

てみると電車やバス、飛行機は時間通りに来て出発しないとイライラします。便利な生活に慣れきっ

てしまいキレイな水、電気、ガスはちゃんと届いて当たり前。しかしそれらは影にいる大勢の人の

働きによって支えられているからであって、決して当たり前ではありません。人は、何かいつもと

違うことが起きれば大騒ぎし、いつも通りのことに感謝をすることは忘れがちです。100年に1度

と言われる現下の経済情勢ですが、いたずらに悲観することなく笑っていられるぐらいの心の余裕

が欲しいものです。笑いは健康にも良いですし、「笑う門には福来る」って言いますしね。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（高橋若葉）
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二蟻…27闘｛蟻躯療5。00を
　　　　　　　　　　　総合タイブにセット1

総合保障の安心に、生涯の医療保障がブラスされま嵐

．L 4・

’蟻・…27蝕性、終躯療5。00を

　　　　　　　　医療タイプにセット1

　　医療に必要な保障がさらに充実します。

」
」
」
1

満15歳～満59歳の健康な方に。
　　（最高満85歳まで保障）
　蝉働により保縢内＃tt変bVます。

十㊥臨≒1ぽ己憩1●】D】1

　満15歳～満64歳の健醸な方に。
　　　（保障は一生涯続きます）
＊爵金は加入時〔兜効日1の年齢・性別により翼なります．

（ssa”‘ブ…肝鶴瞭゜°買躍金3，910円

■病気等で入院したとき（日額）fim・，6，SOO円（旧E・・5鵬18・日分｝

■病気やけがで手術一aを受けたとき（咽につ■，　50，000円

’隙融碧懲灘瓢総懸｝1

匪頽踵臣』1
満0歳～満59歳の健康な方に。
　（最高満70歳宏で保障）
　零年齢により保障内審ぱ匿わりま†9

十 1ざ51に 瓠”● ●● 1
　満15歳～満64鰻の健康な方に。
　　　（保障1ま一生涯続ぎ表す）
＊掛童は加入蒋【発苅E，の年鵬・性別により興なりま寸．、

儀脚…弓糊隔醐買謂蓋37750円
■病気等で入院したとき（日額｝11，000円（旧etS6MJ8。日分）

■病気やけがで手術を受けたとぎ（1回1こつE）50，000円

　　（女性特有の病気の手術゜を受けたとぎ、1回につRllO，OOO円）

■死亡．更度の障害（交通事故等》が残ったとき1こは50万円
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　　　　　　若い世代から！

　　一生涯の幅広い医療の蜜心を！

＠匠研劃雲罧山M研1

●加入でぎる方：満15歳一満75歳の健康な方
●契約期間：終身

●掛金払込期間：終身
＊掛金は加入時【発効日）の年齢・性別により異なります。

匿入院したとき日額5，000円
　1園のλ塵でロ蕎1eo臥遍鳳で1㎝日分像障t

圏日帰り入院から保障。
　日酌λ罷と目噛囲圏回》ためにλ鰹し．そ¢日Oうちに遜圏薗レ隙いい蜜す噂

璽病気やけがでの手術（全労漸定）

　1回につき5・10・20万円
口先進医療を受けたとき最高100万円

　　　55歳からの医療の傭え。
　　入院．手術、先進医療まで保瞭。

＠厄ll誘IF揺量m回

●加λできる方；満55歳～満70歳の健康な方（満80歳まで保障）

○契約期間：10～25年（加入から満80歳までの期間）
＊掛金は加入時（発効日）の年酷・性別により興なります。

圏入院したとき日額5、OOO円
　5日臨U：ヨ国闘して7曝したとtlB目から●

旧の㎜180日．凱で1．oeOHtlmr
匿病気やけがでの手術（全労済所定）

　1回につき5・10。20万円
圏先進医療を受けたとE最高100万円
■死亡・璽度の障害が残ったとき50万円

　　　　55歳からの生命條障。
　　万一のとき、ご家族を支えます。

＠
一

屋i司、1仁爺鴎F【●11

●加入できる方：溝55歳～満70歳の膿康な方（満80歳まで保障）

●契約期間：10～25年（加入から潮80歳釈での期間）
＊掛命は加入時（発効日）の年齢・性別により異なります。

曝病気による死亡300万円

匿交通事故・不慮の事故での死亡600万円

■交通事故など不慮の箏故で身体に
　障害が残ったとき12万～270万円

■〈りビングニーズ特則〉がこ利用できます。
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こくみん共済は、組み合わせ加入ができる多彩な保障プランで、こ家族一人ひとりに合った安心を、手頃な掛金でお届けします。

　　　　　　　　　，　　　　　　　　関・2

＠・・－ll。匝正圃璽IEmgl　mma

　　圃圃塵コ圃囲証囲
長期にわたって

医療と生命の保瞳、

3タイブ新登場1 ㊥ロ画㊥口虹唖㊥臼画
鵜終身医慶5000、終身医rmtt、医療タイプ・鴛合タイブ・総含2倍タイブ・大型タイプ・シニア繕合タイプ・シニア傷害タイプのいず’ftかとセットでお申し込みください。

X2終身医療3000は、医療終身タイプの新しい名称です。保障内客・掛金に変更はありません。
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保障のことなら謎訟製認監鷺1鵠
　　　　　　　　　　員の皆さ自の安心とゆと51ある轟らし
　　　　　　　　　　を自指しています．すでに岨合員は
　　　　　　　　　　愈繭で1β90万人．出費倉貨お支拡
　　　　　　　　　　いいた遊いて鯛倉員になれば、省墨
全国労画者共颪生活脇Re；onaA　n湊tご利用いltF．tt：T。

全労済は、将来の支払いに価えて、厚生労爵雀令に窒められている共清契約準

t企をこえる充分な積み立てを行っていますeまた、資産運用のリスクを適切に

管理し、健全な資産運用を行っています。全労済は、これからも引き饒き健全な

経営に努めていくとともに、備報開示を積極的に行っていきます。また、個人情闘

保獲法をはじめ関遮tる法令等を遵守し、お頸かFJしたお容さまに関する情報に

ついて巌璽な管理体制のもとに正躍性・機密性・轍の確保に努めてい繁す。

●このチラシは制度の概蚕を説明したものです。
　ご契約の際には「パンフレット」「ご契約のてびき」を必ず

　ご覧ください。
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子どもも大人も同級生。
みんな、行きたくなる学校があります。
世界遺産に登録された合掌集落の地、岐阜県白川郷。

この自山麓のふところに、ユニークな宿泊施設があります。

トヨタ白川郷自然學校。ここは、温泉と食の恵みを堪能できるオーベルジュ。

そして、伝統文化に触れ、大自然と対話する学びのフィールドです。

季節の体験プログラムや環境との共生プロジェクトに、あなたも参加してみませんか？

企業研修・ゼミなどでもご利用いただけます。どうぞ、みなさまでお越しください。

TOYOTA

　インタープリターによる
●
　ネイチャーガイド

①9：00－・10：00②10：15～11：15

絹金は基本プランに含まれます。

●馬狩・森の夜会

●季節のガイドウォーク

●谷川にてイワナ手づかみ

9：30～12：00　お1人2，000円

〔要予約／夏休み以外の日・祝｝

9：30～12：00　お1人2，000円

〔要予約／7月下旬・v8月31H］

基本プラン料金

お1人様1泊2食1プログラム〔消費税・サービス料込｝ 大人to，600円～／子供8，500円～

●和室または洋室、宿泊されるグループの人数に合わせた部屋をご用意しますp

　タ食はフレンチのハーフコース、朝食はカフェテリア方式の洋食となります。

●大人、子供ともにプラス2，000円で夕食をフルコースに変更可能です。

X年末年th等、特別期間料金を設けておりますのでご了i〈ださい。・X・詳しくはお問い合わせください。

学校・企業研修等、団体向けプログラムのオーダーも承ります。

●「新入社員」へのフォロー研修や「若手管理職もしくはリーダーシップを必要としている方々」

　への環境教育研修が可能で曳研修対象や主旨を伺った上で、具体的な研修プログラムを

　ご提案いたします。

●自然体験を中心としたプログラムもご要望に合わせてご提案いたします。

●学校団体の目的やご要望に合わせてアレンジいたします。

星空と温泉と自然体験のエコツアー

TOYOTA　Shirakowa－Go　Eco－lnstitute

トヨタ白川i郷自然學校

ご予約・お問い合わせ〒501－5620岐阜県大野郡白11附馬狩223　Tel．05769－6－ll87　http：〃wwwtoyota．eco－inst．jp　e－mail　info＠eco－inst．jp
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中部産政研 発行日平成21年3月31日　発行人加藤裕治

　　　　　　　　　　財団法人中部産業・労働政策研究会

〒471－0833愛知県豊田市山之手8丁目131番地全労済豊田会館3階
TEL（0565）27－2731　FAX（0565）27－2259ホームページhttp：／／www．sanseiken．Gom
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